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1 年金給付(相談)事務等に関するお知らせ

特集《全国一括部門からのお知らせ》

-再裁定グループからのお知らせ(その8)<<再裁定ヘルプデスク電話照会事例Q&A>>

-成年後見人等からの届出について《通知書等送付先 E 支払機関 a口座名義の変更》

O 【指示・依頼】

委任状の取扱いの周知徹底 (平成25年1月25日 年相指 2013-7)

年金相談等における委任状の作成(記載)上の不備事例をお示しし、そのような作成よの注意

事項に対応していない不備な委任状での相談対応には応じられないことについて、その徹底を図

るものです。

O 【情報提供】

平成25年2月定期支払にかかる年金振込通知書のレイアウト等

(平成25年2月4日 給付情 2013-10)

東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法

(復興特別所得税)の施行に伴う年金振込通知書(ハガキ)のレイアウトについてお知らせした

ものです。(復興特別所得税の源泉徴収期間:平成25年2月定期支払~平成49年12月定期支払)

O 【指示・依頼】

特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢引上げ等にかかる「年金に関するお知らせ」

(老齢年金のお知らせ)等の送付 (平成25年2月5日 給付指 2013-15)

平成12年の法律改正により昭和28年4月2日以降に生まれた男子の方から特別支給の老齢厚

生年金(報酬比例部分)の支給開始年齢が 61歳以降に順次引き上げられることになったために、

該当する方々が60歳に到達する前に「支給開始年齢についてのお知らせ』をお送りするスケジュ

ールやお知らせ(ハガキ)のレイアウト等についてお示ししたものです。

女年金事務所の皆さまへのご案肉《本部事業企画部事業統計グループ》

平成25年公的年金加入状況調査に関する事業概要等をお知らせするものです。



I 再裁定グループからのお知らせ(その8)

【支払部再裁定グループ】

0再裁定ヘルプデスク電話照会事例Q&A(第3回)

再裁定の進達事務の留意事項については、平成22年11月号以降順次掲載していると
ころです。今回は、「再裁定ヘルプデスク電話照会事例Q&A (第3回)Jを掲載いたし

ますので、これまでのQ&Aと併せて今後の業務の参考としてください。

.これまでの『再裁定ヘルプデスク電話照会事例Q&AJ

年金機構業務つうしん 平成23年5月号 P. 1 ~ (第1回)
年金機構業務つうしん 平成24年1月号 P. 8 4~ (第2回)
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再裁定ヘルプデスク電話照会事例 Q&A (第3回)

豊通重重

Q1 再裁定後、お客様へ送付される書類と送付・到着時期について教えてください。《平

成23年5月号・ Q3の修正版》

Q2  様式第127号文は様式第128号を進達するにあたり、受給者原簿を確認したところ、
金融機関の支庖コードがroooJになっていました。選択による全額停止のため、再裁
定を行っても支払いはありませんが、支払機関変更届の処理は必要ですか。

Q3  受付進捗管理システムが導入されましたが、基金種別相違事案等の職権による再裁

定は、お客様から提出された届書等がありません。

このような場合は、様式第 127号又は様式第 128号にバーコードシールを貼付し畳
録を行えばよいのでしょうか。

H 老齢給付に閲する質問

Q4  3号特例による年金額改定があるときの進遠方法を教えてください。《平成 23年 5

月号・ Q4とQ5の修正版》

Q5 昭和 17年4月2日以降生まれの老齢基礎年金の受給権者で、障害基礎年金の受給権

を有する者に、初めて厚生年金の期聞が判明した場合の留意事項を教えてください。

Q6 厚生年金の期間追加を行い、未満了から満了になる場合又は満了年月日が遡及する

場合の留意事項を教えてください。

Q7 厚生年金の期間追加の再裁定を行い、未満了から満了になりました。しかし、様式

第229号を再裁定時に同時進達していなかったため、配状 rooJのまま加給年金が加
算されず処理が終了していました。再裁定終了後に様式第 229号を受付して進達すれ
ば、加給年金や振替加算を5年以上遡って支払うことはできますか。
Q8 単一共済の老齢基礎年金(受給者原簿の進達庁コードの 4桁が r8Jで始まり、右 3

桁が各共済組合コード)を繰上げ又は繰下げ受給していた者に、別制度の加入期間 (00

年=厚年・他の共済組合員期間)が判明しました。裁定替えの手順において、注意す

べき点は何ですか。

Q9 退職改定が漏れていました。平成 10年2月以前の退職の場合、退職改定届は必要で

すか。

Q10 特別支給の老齢厚生年金の受給権発生後に老齢基礎年金が発生している者に、国民

年金記録を追加した場合の処理の方法を教えてください。

。。



Ml障害給付に聞する買間

Q11 事後重症で障害基礎年金 (5350、6350)を受けていた者が、後から認定日請求をし

ました。処分変更が認められたため、再裁定が必要です。必要な進達書類を教えてく

ださい。

Q12 障害基礎年金 (535心、 6350)について、審査請求によって受給権発生時の障害等級

が変更になる場合、必要な進達書類を教えてください。

lV遺旗給付に閲する質問

Q13 遺族厚生年金 (1450)の受給権発生当時に胎児であった子が出生したため、出生し

た子の遺族年金請求書(別紙)、妻の様式第215号及び年金証書を進達しましたが、年

金fiiE書のみ返戻されました。なぜ年金証書は返戻されたのですか。

V 時効援聞に聞する質問

Q14 r時効相当期間」について教えてください。
Q15 特別支給の老齢厚生年金が時効特例法施行日以前、老齢基礎年金・老齢厚生年金が

施行日後に発生している者に、厚生年金記録の訂正の再裁定を行う場合は、様式第 127

号と様式第 128号をそれぞれ進達する必要がありますか。

Q16 特別支給の老齢厚生年金が時効特例法施行日以前、老齢基礎年金・老齢厚生年金が

施行日後に発生しているので、様式第 128号と様式第 127号の 3を進達しましたが、

様式第 127号の3が返戻されました。どうしてでしょうか。

Q17 厚生年金の記録訂正が判明し、様式第 128号を進達します。以下の場合について、

「時効の取扱いにかかるチェツクシート」はどの欄にチェックをすればよいでしょう

均九

(1)特別支給の老齢厚生年金の受給権発生が時効特例法施行日以前、老齢基礎年金・

老齢厚生年金の受給権発生が施行日後の場合

( 2 )再裁定により年金額が減額となる場合

(3 )再裁定により年金額が増額となるが、選択停止等により支払いがない場合

(4 )繰上げした老齢基礎年金のみの受給者(時効特例法施行日以前発生)に、 12月未

満の厚生年金期聞が判明した場合で、老齢厚生年金が施行日後の発生となる場合

Q18 平成19年7月7日以降に発生した年金について再裁定を行うため様式第 128号を進

達する場合、「時効の取扱いにかかるチェツクシート」の添付が必須とされています。

受給権発生から5年を経過していない(時効相当期聞がない)場合でも、チェツクシ

ートを添付する必要はありますか。

Q19 老齢厚生年金の受給資格要件を満たし、平成 19年7月6日以前に 65歳に達してい

て、平 19年7月7日以降に老齢厚生年金の支給繰下げの申出を行い年金を受給してい

る者に、 65歳前の厚生年金期間の追加が判明しました。支給繰下げの老齢厚生年金は

時効援用の対象となりますか。
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l 共通事項

Q1 再裁定後、お客様へ送付される書類と送付・到着時期について教えてください。

《平成23年5月号・ Q3の修正版》

A.次の①~④の書類を送付します。

送付書類 送付・到着時期

①年金証書 再裁定決定日の翌週木曜日発送

ただし、時効特例対象期間のある者(不支

給含む)は決定日の翌々週火曜日発送

②年金決定通知書・支給額変更通知書 支払日頃に到着

③年金支払通知書 支払日頃に到着

@源泉徴収票 支払日頃に到着

1 .①の時効特例対象期間のある者とは、受給権発生年月日が平成 19年7月6日以前で

再整入事由コードが新法は 01~03、旧法は 01~06 の者です。

時効特例対象期間のある者には、年金証書に「年金の再決定について(お知らせ)J 

(時効特例・遅延特別加算金のチラシ)を同封します。平成24年 11月 19日[給付指
2012-236] r時効特例給付に該当する方に送付するお知らせの記載内容変更(指示・依
頼)Jを参照してください。

また、再裁定の事由を問わず、平成25年 1月 24~決定分から「年金額の再決定等

について(お知らせ)J (再裁定のお詫びと税金等の説明についてのチラシ)を同封す

るこ左になりました。平成25年l月11日[給付情2013-3][再裁定を行った後に送付す

る年金証書に同封するお知らせ(情報提供)Jを参照してください。

2. @は、減額の再裁定を随時サイクルで行い、過払いを支払調整(全額調整以外)し

た場合は、そのサイクルでは送付せず、次回の定期支払時に送付します。全額調整の

場合は、調整終了後の初回支払時に送付します。ただし、税還付等により支払いがあ

る場合は、随時サイクルでも送付します。

3.④は、再裁定による無効分・訂正分を送付します。ただし、障害給付・遺族給付の

場合は、送付しません。

4.担保設定者には②、④のみを送付します。

5.死亡者の再裁定後には、①~④は送付しません。この場合は「未支給決定通知書・

未支給振込通知書(送金通知書)J又は「未支給年金保険給付の請求についてのお知ら

せJ(不該当通知書)を送付します。

6 時効特例対象期間のある者で、時効前に死亡している者については、上記5.に記載

した書類は送付しません。時効特例給付・遅延特別加算金の審査後に、時効特例・遅

延特別加算金にかかる通知を送付します。

平成24年6月送付分から、年金受給者に送付する各種通知書が見直されました。見直し内容につ

いては、平成24年5月31日l品管情2012-551r年金受給者へ送付する各種通知書の見直し(その
3) (情報提供)Jを参照してください。

民
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Q2 様式第 127号又は様式第 128号を進達するにあたり、受給者原簿を確認したとこ

ろ、金融機関の支脂コードがroooJになっていました。選択による全額停止のため、
再裁定を行っても支払いはありませんが、支払機関変更眉の処理は必要ですか。

A.再裁定処理を進めるには、口座情報(支庖コード、預金種別、口座番号等)が正しく

登録されていることが必要です。支払機関変更屈を処理のうえ、様式第 127号又は様式

第128号の進達をお願いします。

なお、死亡者については、支庖コードが 1000Jであっても支払機関変更届の処理は不

要です。死亡以外の理由で失権している場合は、支払機関変更屈を様式第 127号又は様

式第 128号に添付して進達してください。

参照田平成24年 12月21日【給付指2012-261J r r全銀システム更改に合わせた
年金振込事務の改善」に伴う年金相談対応時等の留意点(指示・依頼)J 

Q3 受付進捗管理システムが導入されましたが、基金種別相違事案等の職権による再
裁定は、お客様から提出された眉書等がありません。

このような場合は、様式第 127号又は様式第 128号にバーコードシールを貼付し

登録を行えばよいのでしょうか。

A.職権による再裁定の進達については、受付進捗管理システムへの登録は不要です。

業務処理要領[マニュアル]共通編「受付処理簿Jに記載のとおり、「お客様から提

出された届書、申請書、請求書」を登録対象としているためです。

なお、各種職権再裁定の要領において、「進捗管理簿Jによる管理が定められていま

す。
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H老齢給付に閲する質問

Q4 3号特例による年金額改定があるときの進達方法を教えてください。
《平成23年5月号・ Q4とQ5の修正版}

A. r国民年金第3号被保険者特例措置該当期間登録(取消)届書(処理票)J (届書コー
ド410)の原本を進達してください。

保管期限経過等により原本を進達できない場合は、様式第 127号-2(r 8目その他j欄

に r3号特例の改定」左記入)に、 WMの r(固年)050-02J画面のハードコピー(原本

を進達できない理由を記入)を添付して進達してください。

なお、諸変更による改定処理 (63-01)を行いますので、年金証書の回収は不要です。

ただし、 1号納付期間文は免除期聞が3号特例期間になる場合は、再裁定処理を行い

ます。過払いが生じるので、返納方法申出書を添付してください。受給権発生時の状態

(受給権発生年月 Hや年金額等)が変わる場合は、年金証書を回収してください。

i 平成24年7月のシステム改善により、これまで再裁定対応していた平成7年4月~平成9年3 I 
l月までの3号特例についても、支払グループで諸変更による改定処理ができるようになりました。 I

Q5 昭和17年4月2日以降生まれの老齢基礎年金の受給権者で、障害基礎年金の受給

権を有する者に、初めて厚生年金の期聞が判明した場合の留意事項を教えてくださ

い。

A.障害基礎年金 (2650、5350、6350)又は旧国民年金法による障害年金 (0620)の受給
権を有する場合は、老齢厚生年金との併給が可能であるため、老齢厚生年金の繰下げの

意思確認が必要です。お客様のご希望に応じて、次のように対応してください。

・老齢厚生年金を 65歳から請求する場合

様式第 127号又は様式第 128号左様式第233号を同時進達。

.老齢厚生年金を繰下げ請求する場合

様式第 127号又は様式第 128号と様式第235号を同時進達0

・将来、老齢厚生年金を繰下げ請求予定の場合

様式第 127号又は様式第 128号の「・その他J欄に、「老厚は繰下げ待機を希望」

と記入して進達。

なお、選択関係が新たに生じる場合又は変更になる場合には、選択申出書(様式第

201号又は様式第202号)も添付してください。
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Q6 厚生年金の期間追加を行い、未満了から満了になる場合又は満了年月日が遡及す

る場合の留意事項を教えてください。

A.満了時点での加給年金額対象者の有無を確認してください。受給者原簿の配状が新

規裁定時から rOOJで登録されている場合についても、確認をお願いします。

加給年金額対象者がいる場合は、様式第 127号又は様式第 128号の進達と同時に様

式第 229号(生計維持を確認できる書類の添付が必要)を進達してください。時効特

例給付に該当する場合は、様式第 127号の 3を併せて進達してください。

また、配偶者に振替加算を加算できる場合は、配偶者の様式第 127号【2(r 4.配偶者

状態表示の整備に係る処理依頼」欄にOをし、「振替加算の開始依頼J左記入)を同時
に進達してください。振替加算が時効特例給付に該当する場合は様式第 127号の 3も

併せて進達してください。なお、満了時に既に配偶者が 65歳以上の場合は、様式第

127号一2ではなく様式第 222号(生計維持を確認できる書類の添付が必要)を進達し

てください。

Q7 厚生年金の期間追加の再裁定を行い、未満了から満了になりました。しかし、様

式第229号を再裁定時に同時進遣していなかったため、配状「∞』のまま加給年金

が加算されず処理が終了していました。再裁定終了後に様式第229号を受付して進

達すれば、加給年金や振替加算を5年以上遡って支払うことはできますか。

A.再裁定終了後に様式第229号が進達された場合は、様式第 229号の受付日で処理す

るため、 5年以上遡つての支払いはありません。

ただし、再裁定時に、受給権発生時における加給年金加算の申立てを受け、生計維

持関係書類を確認しながらも様式第229号を進達しなかったような事務処理誤りに起

因することが明らかであることを確認できた場合は、加給年金・振替加算の5年以上

の遡及支払いの可否について、平成22年 12月24日[給付指 2010-230]r年金給付関
係の事務処理誤りに対する対処方法(指示・依頼)J及び平成24年9月7日[給付指

2012-198] r年金給付関係の事務処理誤りに対する対処方法(その 2) (指示・依頼)J 
に基づいて協議してください。

。。



Q8 単一共済の老齢基礎年金(受給者原簿の進達庁コードの4桁が rSJで始まり、右

3桁が各共済組合コード)を繰上げ又は繰下げ受給していた者に、別制度の加入期間
(園年 E 厚年 a他の共済組合員期間)が判明しました。裁定替えの手順において、

注意すべき点は何ですか。

A冒裁定替え (1151の新規裁定及び 1150の取消し)の手順は、社会保険業務センターっ

うしん平成 20年 7月号に掲載していますが、取消しする老齢基礎年金 (1150)を繰上

げ又は繰下げ受給していた場合は、手順が異なります。以下のとおり裁定替えを行って

ください。

1. 1151の新規裁定時

「受付年月日J欄には取消しする老齢基礎年金 (1150)の受付年月日を入力して

ください。

また、繰上げ又は繰下げ表示と支払保留 r4Jを必ず入力して裁定してください。

2. 1151の新規裁定後

(1)1151の受給権発生年月日が、今回記録が判明したことによる新規裁定の受付年

i 月日から 5年以上遡及する場合

受給者原簿に時効年月を表示するため、 1151の受付年月日を訂正する処理が必要

です。次の書類を再裁定グ、ループへ同時進達してください。

① 1151の様式第 127号ー2(r申出受付(判明)年月日j欄に、 1151の年金請求書

の受付年月日を記入。また、 rs.その他j欄にOをし、「単一→混在への裁定替
え(受付年月日の訂正)J左記入。)

② 1151の年金請求書の写(受付年月日を確認できるもの。)

※時効援用対象者の場合は、「時効の取扱いにかかるチェツクシートJの写も添

付してください。

③ 1150の様式第 127号-2cr1150の取消しJ及び r1151支払保留 r4J解除」を

記入。)

④ 1151の様式第 127号の 3(時効特例給付がある場合。)

再裁定グループで受付年月日訂正の再裁定を行い、その後、業務渉外部渉外グ、ル

ープで1150の取消し、債権調査グループで1151の支払保留解除の処理を行います日

年金証書は、再裁定後に本部からお客様に送付しますので、新規裁定時にはお客

様に送付しないでください。

(2)1151の受給権発生年月日が、今回記録が判明したことによる新規裁定の受付年

月日から5年以内の場合
受付年月日の訂正処理は不要です。 1151の新規裁定後、上記2.(1)③@の書類を

業務渉外部渉外グループへ進達してください。

年金証書は上記 1.が終了した後にお客様に送付してください。
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Q9 退職改定が漏れていました。平成 10年 2月以前の退職の場合、退職改定届は必

要ですか。

A. 平成 10年 2月 28日以前に厚生年金被保険者資格を喪失した者については、退職改定

届の届出が必要です。

以下の書類を進達してください。

旧法の場合 ・様式第 127号 2(r8目その他J欄に「退職改定の届出遅延」と記入。)

・「厚生年金保険支給停止事由消滅届・改定事由該当届退職⑪j

※旧法の様式がない場合には、新法の様式第 208号に「⑮」左記入

して代用してください。

新法の場合 ・様式第 127号(追加する期間を記入。)

. r老齢基礎・厚生年金受給権者厚生年金保険被保険者資格喪失届
匡璽(様式第208号)J 

※ 受給権者による届出の遅延であるため、差額の支払いは原則直近 5年分の年金給付

のみです。なお、新法において、特別支給の老齢厚生年金受給期間中に様式第 208号

の届出漏れがあり、届出漏れ左なった記録を基に 65歳以降の老齢厚生年金の裁定の訂

正が行われた場合、 65歳以降の老齢厚生年金の差額については、時効特例給付どして

支払います。平成24年 9月 7日 I給付指 2012-197]r平成24年 3月 5日審査官決定
事案に関する事務処理(指示・依頼)Jを参照してください。

(参考)旧法で届出が不要なケース

昭和 61年4月の法律改正によって、厚生年金被保険者は65歳到達により資格を喪失することと

されました。

昭和61年4月の時点で在職中の 65歳以上の受給者(受給者原簿上、在職中であった者)につい

ては、事業主から「厚生年金保険被保険者資格喪失届jの提出を求め資格喪失処理を行い、管轄事

務所から「施行日一括喪失該当者一覧表(受給者用)Jを進達し、職権で改定処理を行いました。

この職権による退職改定 (55-05)が漏れている場合は、受給者からの退職改定届は不要です。

未払い期間について消滅時効を適用しないで支払う場合は、平成22年12月24日[給付指2010-230]

『年金給付関係の事務処理誤りに対する対処方法(指示・依頼)J・平成 24年 9月 71'1 [給付指

2012-198] r年金給付関係の事務処理誤りに対する対処方法(その2)J (指示・依頼)Jに基づいて

協議してください。
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Ql0 特別支給の老齢厚生年金の受給権発生後に老齢基礎年金が発生している者に、国

民年金記録を追加した場合の処理の方法を教えてください。

A.老齢基礎年金の受給権発生年月日により処理方法が異なります。下図を参照してく
ださい。

時効の取扱い
処理後

老齢基礎年金の 処理 の年金

受給権発生年月日
進達様式 年金額仮計算書 にかかるチエ

方法 恒書の
ツクシート

送付

平成 19年7月6S 
様式第 127号

および 必要 再裁定 有
以前

様式第 127号の 3

必要

平成 19年7月7日 ※要再裁定者リストがある 諸変更 無
様式第 128号 必要

以降 場合は、仮計算書は不要(要 (注) (注)

再裁定者リストを添付)

(注)追加する国民年金記録が合算対象期間と重複する場合や、特別支給の老齢厚生年金の受給権発生年

月日が遡及する場合は、諸変更処理ではなく再裁定処理を行います。再裁定処理の後は年金証書を

送付します。

※ 国民年金記録を追加する時点で老齢基礎年金が発生していない場合は、老齢基礎年

金の請求時に、追加後の国民年金記録を基に決定されるため、様式第 127号又は様式

第 128号の進達は不要です。ただし、追加する国民年金記録が合算対象期聞と重複す

る場合や、特別支給の老齢厚生年金の受給権発生年月日 ìl~遡及する場合は、再裁定処

理が必要です。様式第 127号又は様式第 128号を進達してください。
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Hl障害給付に閲する質問

Qll 事後重症で障害基礎年金 (5350、6350)を受けていた者が、後から認定日請求

をしました。処分変更が認められたため、再裁定が必要です。必要な進遺書類を

教えてください。

A.以下の①~⑥の書類を進達してください。

①様式第 127号一2([8.その他j欄に「事後重症から認定日請求への変更Jと記入し、

「申出受付(判明)年月日j欄及び「φ年金証書についてj欄も記入してください。)
②年金請求書の写(年金請求書の受付年月日が時効の起算年月日となるため。)

@新たに診査した障害状態認定調書の写(初診日、障害認定日、障害等級、認定区分、

診断書・傷病コード、有期固定年数を確認するため。)

④受給権発生時点で加算額の対象となる子がいる場合は、生計維持が確認できる書類

の写(障害年金加算改善法に該当する場合は、様式 229号【lと生計維持関係が確

認できる書類の原本が必要です。)

⑤諸変更関係の書類(処分変更により新たに受付又は作成が必要な場合があります。

例:様式第201号、様式第230号、額改定報告書。)

⑥ 6350の場合は、認定日以降の所得を確認する必要があります。該当年度の所得を

確認のうえ、その旨を様式第 127号ー2に明記してください。

※ 審査請求による処分変更の場合も①~⑥の書類の進達が必要です。ただし、②は

「審査請求決定書の写Jと読み替えてください。

Q12 障害基礎年金 (5350、6350)について、審査請求によって受給権発生時の障害

等級が変更になる場合、必要な進達書類を教えてください。

A.以下の①~④の書類を進達してください。

①様式第 127号 2([8.その他J欄に「受給権発生時の等級をO級→0級に変更」と

記入し、「申出受付(判明)年月日」欄及び「・年金証書についてj欄も記入して

ください。)

②審査請求決定書の写

③新たに診査した障害状態認定調書の写(初診日、障害認定日、障害等級、認定区分、

診断書・傷病コード、有期固定年数を確認するため。)

④諸変更関係の書類(処分変更により新たに受付が必要な場合があります。例:様式

第 201号。)

n，ι
 



lV遺旗給付に闘する質問

Q13 遺族厚生年金 (1450)の受給権発生当時に胎児であった子が出生したため、出生

した子の遺族年金請求書(目IJ紙)、妻の様式第 215号及び年金寵書を進達しました

が、年金証書のみ返戻されました。なぜ年金IDE書は返戻されたのですか。

A.遺族厚生年金の受給権発生当時に胎児であった子が出生しでも、妻の受給権発生時点
の状態は変わらないため、年金証書の回収は不要です。胎児出生時点での額改定処理を

行い、支給額変更通知書を送付します。

出生した子については、本部で裁定処理を行い、年金証書を送付します。

※ 遺族基礎年金(6450)の場合は、処理の方法が異なります。との場合は、新規裁定

時は年金証書を送付せず、再裁定後に本部から年金証書を送付します。遺族基礎年

金(6450)の胎児出生にかかる対応方法については、平成 24年 10月 22日[シ運情

2012サ1r[平成24年度版]社会保険オンラインシステムの業務処理に係るQ&A(情
報提供)Jの(4)年金給付関係業務の問 16を参照してください。

。。
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V 時効撞用に聞する質問

|Q14 r時効相当期間」について教えてください。

A.平成 19年7月6日に時効特例法が制定されたことに伴い、法施行日後(平成 19年7

月 7日以降)に年金を受ける権利を取得する者については、会計法第 31条の規定が適

用されず、給付を受ける権利は 5年を経過しでも自動的には時効消滅しない(時効消滅

させるためには、時効により利益を受けるものが個別に援用を要する)こととなりまし

た。

このため、施行日以前に発生した年金の 5年を経過した期間(時効消滅期間)左区別

するため、施行日後に発生した年金の 5年を経過した期間を、「時効相当期間Jと呼び

ます。

瓦 オ
時効特例法施行日 受給権発生年月日

(HI9. 7. 6) 

「時刻相当期間」

ノに
5年

〉一一入ーーへ， ~ 
棒式堕128号の申出

受付(判明)年月日

※ 時効相当期間がある場合は、様式第 128号の右下の I時効にかかる給付の有無]の
r A.有」 にOをし、その下の I時効区分]の r1.J又は r2.JにOをしてください。
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Q15 特別支給の老齢厚生年金が時効特例法施行日以前、老齢基礎年金・老齢厚生年金

が施行日後に発生している者に、厚生年金記録の訂正の再裁定を行う場合は、様式

第 127号と様式第128号をそれぞれ進達する必要がありますか。

A冒様式第 127号の進達は不要です。様式第 128号及び「時効の取扱いにかかるチェック

シートj を作成し進達してください。なお、特別支給の老齢厚生年金は時効特例給付に

該当するため、様式第 128号に様式第 127号の3を添付して進達してください。

様式第 128号の記載方法は、下記の見本を参照してください。

I時効にかかる給付の有無】の欄は、豊塾宣型茎墓立

日後に発生した年金について、時効相当期間がある場

合は rA有」に、ない場合I孟[B.無JIこOをしてく

ださい。 rA有JIこOをした場合は、【時効区分】の該

当する番号lこOをして〈ださい。

様式第 128号の見本

毎 月M 毎 月(f~付・免除・来1削→

6.畳給権者の生年月日l!11控JlH鍾刻〉のniE
{町btη生年月日}明・大・咽 z平 年 月

7.聖路幅耳生写月日目I正
市Z的} 毎 月 日時前E壇1

糊週刊毘軒。咽}.，'ti<~U，・ 110醐1
7 隆盛書..立番目時鋤oljるゆま書.

イ積]百'求書め写し

ウ道湖方治'凶書

1.戸需のa・1惨〉本ι住民.. 
オ号幅 | ι 有

時効を援用しないで、遅延加算

金も含めて支払う場合は

r2. J IこOをしてください。

時効を援用して、 5年分のみ支

払う場合は r1.JにOをしてく

Q16 特別支給の老齢厚生年金が時効特例法施行日以前、老齢基礎年金 E 老齢厚生年金

が施行日後に発生しているので、様式第 128号と様式第 127号の3を進達しました
が、様式第 127号の3が返戻されました。どうしてでしょうか。

A.時効特例法施行日以前に受給権が発生した年金が時効特例給付に該当しない場合は、

様式第 127号の 3の進達は不要です。事例どしては、次のようなものがあります。

特別支給の老齢厚生年金が時効特例法施行日以前発生、老齢基礎年金・老齢厚生年金

が施行日後発生の受給者に、国民年金や共済年金の記録が判明し、老齢基礎年金のみ

が変更になる場合。

繰上げした老齢基礎年金が時効特例法施行日以前に発生している者に、 12月未満の

厚生年金期聞が判明し、施行日後に老齢厚生年金が発生する場合o (判明した厚生年

金期聞が基礎対象期間の場合は、繰上げした老齢基礎年金が時効特例給付に該当する

ため、様式第 127号の3の進達が必要です。)

※ 不要な様式第 127号の 3の進達が見受けられますので、内容を確認したうえで進達

をお願いします。

E
U
 
1
 



Q17 厚生年金の記録訂正が判明し、様式第 128号を進達します。以下の場合について、

「時効の取扱いにかかるチエツクシート』はどの欄にチェックをすればよいでしょ

うか。

(1)特別支給の老齢厚生年金の受給権発生が時効特例法施行目以前、老齢基礎年

金・老齢厚生年金の受給権発生が施行日後の場合

(2)再裁定により年金額が減額となる場合

(3 )再裁定により年金額が増額となるが、選択停止等により支払いがない楊合

(4)繰上げした老齢基礎年金のみの受給者(時効特例法施行日以前発生)に、 12
月未満の厚生年金期聞が判明した場合で、老齢厚生年金が施行日後の発生とな

る場合

A. r時効の取扱いにかかるチェツクシートj におけるチェック箇所は以下のとおりです。

(1)の場合

①老齢基礎年金・老齢厚生年金について時効相当期間がない場合は、 1段目の処理
区分「注Jに該当します。

時次頁見本の@にチェックしてください。

※特別支給の老齢厚生年金は時効特例給付に該当するため、様式第 127

号の 3を同時進達してください。

②老齢基礎年金・老齢厚生年金について時効相当期聞がある場合は、 5段目の処理

区分 r2-2Jに該当します。

時 次頁見本の@にチェックしてください。

(2)の場合

①時効相当期聞がない場合は、 1段目の処理区分「注」に該当します。
c:> 次頁見本の@にチェックしてください。

②時効相当期聞がある場合は、 3段目の処理区分 r1 Jに該当します。
時次頁見本の@にチェックしてください。

※理由欄に、「減額事案のため」土記入してください。

(3)の場合

①時効相当期聞がない場合は、 1段目の処理区分「注」に該当します。
時 次頁見本の@にチェックしてください。

②時効相当期聞がある場合は、 4段目の処理区分 r2 -1 J文は5段目の処理区分
r 2 -2Jに該当します。

中 次頁見本の@又は@にチェックしてください。

※選択停止等により 5年以上遡って支払う年金給付がない場合も「時

効区分2Jで処理を行います。

。。
ー



(4 )の場合

①老齢厚生年金の受給権発生から5年以上経過していない場合は、 1段目の処理区
分「注」に該当します。

。下記見本の@にチェックしてください。
※判明した厚生年金期間が基礎対象期間の場合は、繰上げした老齢基

礎年金が時効特例給付に該当するため、様式第127号の3を同時進達
してください。

②老齢厚生年金の受給権発生から5年以上経過していて、判明した厚生年金期聞が

基礎対象期間ではない場合は4段目の処理区分 r2ー1Jに該当します。

時 下記見本の。にチェックしてください。

③老齢厚生年金の受給権発生から5年以上経過していて、判明した厚生年金期聞が
基礎対象期間である場合は、 5段目の処理区分 r2 -2Jに該当します。
時 下記見本の@にチェックしてください。

見平成19年7周7日以降に発生した年金がある燭台は、 l却すこの「チ工ツクシ

ート」を作成レ、原本を進達してください.

本

平成19年7周7日以降に発生した年金の

名

目

受給権発生年月日を記入レてください。

E年以上さ.の隠る年金給付は支弘わない

6年以上さかのぼる年金給付を支払うが.
週蕗加標金l;lf，j:L.

a限定λカ又は路喪更入力を行ラ障に【時効区分リをλカサ，.
規定入カヌは鈎表裏λカを行5陣1:;;.Utj助区分2】を入力する

眠 λ目隠閉山町聞1=.【陶磁町田ーする.
省'1"~剖檎崎制値幅!僧m宮山昼墨皇室呈ι一一一一­

a'"λカ又は路支夏入力を行ラ鳳"【時効区分3】を人到する.
鎗定入カ又除胸禽貫入力を行号闘lこ、【時効区分1ほλカしない.

司

一

帯

一

時

一

-

一

司

..理区分も

..思区分，-，

処理区分，-，

処理区~，

注

平成O年O~O目

。Q星傘重盗毘
皐邑ム』且』♀

回会先
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Q18 平成 19年7月7日以降に発生した年金について再裁定を行うため様式第 128号
を進達する場合、「時効の取扱いにかかるチエツクシート」の添付が必須とされて

います。受給権発生から5年を経過していない(時効相当期聞がない)場合でも、

チェツクシートを添付する必要はありますか。

A.様式第 128号の進達にあたっては、受給権発生から 5年を経過していない場合であっ
ても「時効の取扱いにかかるチェツクシート」を添付してください。なお、その場合、

チェック欄については1段目の処理区分「注Jに該当しますので、前頁見本の@にチェ
ックしてください。

Q19 老齢厚生年金の受給資格要件を満たし、平成 19年7月6日以前に 65歳に達して
いて、平 19年7月7日以降に老齢厚生年金の支給繰下げの申出を行い年金を受給
している者に、 65歳前の厚生年金期間の追加が判明しました。支給繰下げの老齢厚
生年金は時効援用の対象となりますか。

A.時効援用の対象左はなりません。時効援用の対象となるか否かの判断は、年金の支分
権の発生時期ではなく、あくまでも基本権の発生時期により行います。老齢厚生年金の

繰下げ請求の場合、老齢厚生年金の基本権発生年月日は、繰下げの請求時ではなく 65

歳到達時です。
(※繰上げ請求の場合は、繰上げ請求k同時に基本権と支分権が発生します。)

18 -



成年後見人等からの届出について
(通知書等送付先阻支払機関・口座名義の変更)

【業務管理部業務調整グループ】

成年後見人等から通知書等送付先・支払機関・口座名義の変更の届出があった際の留意

事項について掲載いたしますので、相談業務及び事務処理の参考にしてください。

1.成年後見制度の概要

成年後見制度とは、精神上の障害により判断能力が十分でない方が、法律行為において

不利益を被ることがないよう、その判断能力を補う制度です。この制度は、法定後見制度

と任意後見制度からなり、法定後見制度はさらに後見・保佐・補助の3つに分類されます。

(1)法定後見制度

家庭裁判所によって選任された成年後見人等(成年後見人・保佐人・補助人)が、

本人の利益を考えながら、本人を代理して契約などの法律行為をしたり、本人が自分

で法律行為をするときに同意を与えたり、本人が同意を得ないでした不利益な法律行

為を後から取り消したりすることによって、本人を保護・支援する制度です。

家庭裁判所は、本人や親族等からの申し立てを受けて成年後見人等を選任しますが、

この申し立ては、本人の判断能力が衰えた後に行われます。

---------------
後 見 保佐 補助

対象となる人(本人)
判断能力が欠けている 判断能力が著しく不十

判断能力が不十分な人
のが通常の状態の人 分な人

選任される人 成年後見人 保佐人 補助人

-本人、配偶者、四親等内の親族、検察官など
申し立てができる人

-市町村長(本人に身寄りがない場合)

選任された人に与え 財叫すかての|申出の範囲内で家庭問問で定める
られる代理権の範囲 法律行為 特定の法律行為(本人の同意が必要)

[参考条文〕

『民法~ 7 条~18 条、 859 条 1 項、 876 条の 4、 876 条の 9
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(2 )任意後見制度

本人が将来、判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、あらかじめ契約によ

って、自らが選んだ代理人に財産管理や身上監護を依頼しておく制度です。この契約

(任意後見契約)は、公証人が作成する公正証書によって行われ、本人(委任者)か

ら依頼を受けた代理人は、任意後見受任者となります。

契約締結後、本人の判断能力が不十分な状態になった場合、家庭裁判所は、本人、

配偶者、四親等内の親族、または任意後見受任者からの請求により、任意後見監督人

を選任します。これにより、任意後見受任者は任意後見人となり、任意後見監督人の

監督のもと、任意後見契約で定められた事務を本人に代わって行うことができます。

[図]

本人の判断能力が十分にある問 本人の判断能力が不十分になった場合

の
O 
監 一圃 s

監督

任

-Er--任意後見畏任者ー--戸ー同戸戸四四四戸回目同 +佳意後見人 任意後見監督人

[参考条文〕

『任意後見契約に関する法律.1 2 条~4 条
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2.受給権者(本人)に代わって年金給付関係の届出ができる人

受給権者の財産を管湿するため、機構に対し、本人に代わって年金給付関係の届出がで

きる人は、以下のとおりです。

(1)成年後見人

成年後見人は、財産に関するすべての法律行為を代理で行うことが可能であるため、

本人に代わって届出ができます。

なお、成年後見人が複数人選任され、事務を分掌している場合は、「財産管理Jに関

する代理権が付与されている成年後見人が、本人に代わって届出ができます。

(2 )保佐人・補助人

家庭裁判所の審判により、『財産管理」に関する代理権が付与された保佐人・補助人

は、本人に代わって届出ができます。

(3 )任意後見人

任意後見受任者は代理権を持たないため、本人に代わって届出をすることはできま

せん。

本人の判断能力が不十分な状態になり、家庭裁判所が任意後見監督人を選任した場

合、あらかじめ「財産管理」に関する代理権を付与する旨、本人との聞で任意後見契

約を締結していた任意後見人は、本人に代わって届出ができます([図]参照)。

(4)未成年後見人

未成年後見人とは、未成年者に対して親権を行う人がないとき、または親権を行う

人が管理権を有しないときに、未成年者の法定代理人となる人です。未成年者に対し

て最後に親権を行う人が遺言で未成年後見人を指定する場合と、家庭裁判所が審判に

よって未成年後見人を選任する場合があります。

また従来、未成年後見人は一人でなければならないとされていましたが、平成24年

4月1日より、複数人選任することが可能になりました。

未成年後見人は、成年後見人同様、財産に関するすべての法律行為を代理で行うこ

とが可能であるため、本人に代わって届出ができます。未成年後見人が複数人選任さ

れ、事務を分掌している場合は、「財産管理」に関する代理権が付与されている未成年

後見人のみ本人に代わって届出ができます。
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(5 )不在者財産管理人

不在者財産管理人とは、従来の住所または居所を去り、容易に戻る見込みのない人

(不在者)の財産を管理する人のことです。不在者自身や、不在者の財産について利

害関係を有する第三者の利益を保護するため、家庭裁判所は利害関係人または検察官

の申し立てを受けて、不在者財産管理人を選任することができます。

不在者財産管理人は、不在者の財産を管理・保存する権限を付与されていますので、

本人に代わって届出ができます。

上記(1)~ (5)については総称して、以下「後見人等」といいます。

なお、後見人等に対して、『財産管理」に関する代理権が付与されているか否かについて

は、登記事項証明書や審判書の謄本で確認することができます。詳細は、 r4.添付書類」

で後述します。
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3.事務処理内容

後見人等から『年金受給権者 通知書等送付先・支払機関・口座名義変更申出書J(以下、

「変更申出書Jという)の提出があった場合の事務処理内容は、以下のとおりです。

(1)通知書等送付先(住所)変更

機構から受給権者へ送付する通知書等の送付先を後見人等住所へ変更することがで

きます。変更処理をすることにより、受給権者原簿では以下のように表示されます。

変更前

郵番 000-0000 
住所お守合区高#戸商口一口一口

[畏給権者の住所] O 
変更後

郵香 000-0000 
住所儲浜市中区 AA町 0ー0ー0 後見人厚年花子様方

【後見人等の住所]

なお、平成23年7月から実施している「住民基本台帳ネットワーク(以下、「住基

ネットJという)を活用した住所変更届の省略」により、住民票コードが収録されて

いる受給権者の原簿は、住基ネットからの異動情報により自動的に住所が更新されま

す。

通知書等送付先(住所)を後見人等住所へ変更した場合、その後は住基ネットによ

る住所の自動更新を停止する必要がありますので、後見人等から「住民基本台帳によ

る住所の更新停止・解除申出書J(以下、「届書895号」という)を提出していただ

くよう対応願います。

届書895号の処理内容は下記のとおりで、入力処理は事務センターで行うことか

ら、機構本部側への進達は不要です。

(※)機構本部=業務管理部業務調整グループ(以下、すべて同じ)

I届書895号の処理内容]

項番⑦停止(解除)項目=r 1] (住所の更新停止を申出)

項番③・停止(解除)理由=r 3 J (成年後見人等の法定代理人の審判を受けて

いるため)

(※)住基情報照会図書票(共通020--6-40)の『更新抑止Jが、 r1-7 (未送達者)Jまたは r1-8 

(住所不一致者)Jの状態であっても、改めて上記処理内容で入力する必要があります。

(※)住民票コ}ドが収録されていない受給権者の場合、入力処理は不要です.
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また、変更申出書に記入していただく「受給権者の現在の住民票住所」は、受給権

者にかかる下記市区町村を把握するために、機構本部で別途データ管理しています。

O 介護保険料等を年金から特別徴収している市区町村

O 公的年金等支払報告書の送付先市区町村

そのため、通知書等送付先に変更がなくても、受給権者の住民票住所が変更となる

場合は、変更申出書の提出が必要になります。

[変更申出書受付後の進達について]

卜¥ 変更内容 変更申出書の進達 届書895号の入力

① 
通知書等送付先を後見

機構本部へ進達 必要(更新停止)
人等住所へ変更

①の変更が行われた後、
原則不要

② さらに通知書等送付先 機構本部へ進達
(Q:の変更時に、更新

(後見人等住所)を変更
停止されていなければ
必要)

年金事務所・事務センターで
入力後、変更申出書の写しを

通知書等送付先を後見 取り、その余白に『受給権者

③ 人等住所から畏給権者 住置に変更済』と朱書きのうえ、 必要(更新停止解除)[注l

住所へ変更 機構本部へ進達
句IJ途データ管理している住所
覧から削除するため)

通知書等送付先(後見 原則不要

④ 
人等住所)に変更はな

機構本部へ進達
(①の変更時に、更新

く、畏給権者の住民票 停止されていなければ

住所のみ変更 必要)

I注]更新停止解除の処理内容
項番⑦'停止(解除)項目=r 0 J (更新停止の解除を申出)
項番@停止(解除)理由 r0 J (住民基本台帳による住所の変更を希望するため)
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(2 )支払機関・口座名義変更

、年金受取口座を後見人等が管理する口座に変更することができます。変更処理をする

ことにより、受給権者原簿では以下のように表示されます。

変更前

フ'J"ナ
氏名

わキン F同
年金太郎 O 

変更後

フリカ.十

氏名

4ンキン9ロウ tイ4ンコウケ〉ニンコウ4シハナヨ
年金太郎

後見人等が管理する口座の名義には、受給権者の氏名が含まれている必要があります。

(例)受給権者=年金太郎

成年後見人=厚年花子の場合

O(有効) : rネンキ1~'?J 

O(有効)

O(有効)

x (無効)

x (無効)

『ネンキン9ロウセイキノコウケツニ〉コウネYハナコj

rttイキンコウれニYネンキン~'? tイネYコウわニンコワキンJ寸コj

fコウネン Jサコ l
レ「ネンキン抑ウIが含まれていない

rtイネYコウケンニンコ休l'寸コJJ 

また、 口座名義変更(ネYキ1~'?→ネンキングロウセイネYコウケンニノコ?;flハナコ)後は、受給権者原簿

のカナ氏名表示が変更されるため、この状態で年金証書の再交付を行うと、口座名義(ネ

ンキングロウセイキンコウケンニンコウネンハナコ)がそのまま年金証書に印字されます。 口座名義変更後に年

金証書の再交付依頼があった場合は、受給権者原簿のカナ氏名を一度、受給権者氏名(ネ

ンキンクロウ)だけに戻してから再交付処砲をする必要があります。

そのため、口座名義変更の場合は、受給権者または後見人等が年金証書(旧証番では

なく基礎年金番号と年金コードが印字されたもの)を所持しているか確認してください。

O 年金証書を所持している場合

写しをとって、変更申出書とともに機構本部へ進達してください。

O 年金証書を所持していない(紛失している)場合

年金証書を再発行し、写しをとって、変更申出書とともに機構本部へ進達してくださ

b、。

なお、年金担保融資を利用中のため年金証書を所持していない場合は、その旨を記載

した理由書を進達してください。
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(口座名義変更処理後に年金証書再交付申請があった場合の対応〕

ア 口座名義を受給権者氏名に変更(年金事務所・事務センター)

ネYキ!I"?tイネンコ妙ンニ羽コウネンハナコ →ネンキン 9ロウ

イ 年金証書を再交付(年金事務所・事務センター)

ウ 下記書類を機構本部へ進達

O 年金証書再交付申請書の写し

(余白に『口座名義を元に戻す処理の依頼』と朱書き)

O 後見人等であることを証明する喜類

(詳細は、 r4.添付書類』の(1)で後述)

エ 口座名義を元に戻す(機構本部)

ヰンキン，.?→ネンキン9ロウセイキンコウケンニンコウネYハナコ

〔複数の年金を受給している方の口座名義について]

1つの年金に対して口座名義の変更処砲を行うと、他の年金についても連動して変更

処理が行われます。そのため、複数の年金を受給している方が、口座名義の変更を行う

場合は、以下について確認をお願いします。

O 変更後の口座名義が同じであること

O 変更前の受給権者原簿の漢字氏名が同じであること

(例1)変更後の口座名義

¥¥  年金Aの口座名義 年金Bの口座名義 可否

① ネンキY"9 ネYキHロウ O(可)

② ネンキYjロ9.イキンコ抑ンニンコ9tYハナコ キンキYj'9•イ4ンコ9'PニyコPネンハナコ O(可)

③ ヰンキンタロウ ネンキYj'9•イキンコ抑ンニンコ9ネンハナコ
x (不可)
口座名義が異なるため

(※)支払機関は、年金A ・B聞で相違しても構いませんn

(例2)変更前の受給権者原簿の漢字氏名

¥ 年金Aの漢字氏名 年金Bの漢字氏名 可否

① 年金太郎 年金太郎 O(可)

x (不可)
② 年金太郎 年金太朗 漢字氏名が異なるため

(r osJと「朗J)

(※)海宇氏名が異なる場合は、統ーしてから機構本部へ進津して〈ださい内
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〔変更申出書受付後の進達について]

|¥ 口座変更内容 変更申出書の進達
年金証書写し

の添付

① 
支払機関のみ変更、口座名義は 不要

受給権者名付Yキン打。)のまま (年金事務所・事務センターで入力)

口座名穂圭受給権者名から後見人

② 
等管理口座名へ変更

機構本部へ進達 必要
(キYキン打。→
ネンキンタロnイネンコウルニYコ舛ンハナコ)

後見人等管理口座の名義変更
③ (ネンキングロウセイキンコ91ンニシ設を坐z 機構本部へ進達 必要

→ネンキy，吋セイキンコウケンニン主魁主立)

口座名義を後見人等管理口座名か

@ 
ら受給権者名へ変更 不要

(ヰンキンタロり tイキンコウウンニンコウネンハナコ (年金事務所・事務センターで入力)
→ ネンキy"9) 

(※)ゅうちょ銀行は、受給権者名義{ネノキン仰ののみでの取扱い止なっていますn

(3 )新規裁定

新規裁定にかかる年金請求書と同時に変更申出書が提出された場合の事務処理手順は、

以下のとおりです。

①新規裁定処理を行う。入力内容は、下記のとおりです。

項 目 入力内容

氏名及びカナ氏名 受給権者氏名をそのまま入力する。

住 所 受給権者の住民票住所を入力する。

支払機関
年金請求書に記載の金融機関コード・支庖コード・預金種別・

口座番号を入力する。

(※) 口座名義が後見人等管理口座名 (ネンキン打。 tイネンコウルdコウネンハナコ)である場合、

支払保留 r4 Iを入力のうえ、新規裁定処理を行ってください。

(※)複数年金の受給権者で、先発の年金に対してすでに変更申出書を提出している

場合でも、後発の年金請求時には、改めて変更申出書の提出が必要になります。

②新規裁定時に出力された年金証書を受給権者あるいは後見人等に送付する。
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③通知書等送付先を後見人等住所とし、かっ、年金請求書に住民票コードの記入が

ある場合は、住民票コードを収録した後、屈書895号の入力処理を行う。

④下記書類を機構本部へ進達する。

O 変更申出書(※)

O 添付書類(詳細は、 r4.添付書類」で後述)

O 様式127・2号

(口座名義が後見人等管理口座名である場合、支払保留 r4 Jの解除依頼)

(※)変更申出書に代えて、下記書類を進達していただいても構いません。

O 様式127'2号(変更内容を記載したもの)

O 年金請求書の写し

(氏名・住所・金融機関コード・支庖コード・預金種別・口座名義が記載

されているページ)

⑤機構本部で、以下の処理を行います。

O通知書等送付先・口座名義の変更処理

O 受給権者の住民票住所を別途データ管理

4.添付書類
変更申出書に添付する書類は、以下のとおりです。変更内容(通知書等送付先・支払機

関・口座名義)によって添付書類が異なります。

(1)後見人等であることを証明する書類

通知書等送付先・支払機関・口座名義、いずれの変更であっても添付は必須です。

以下のうち、いずれか1つが必要になります。

O 法務局が証明する「登記事項証明書J(原本もしくは原本証明したもの)

O 家庭裁判所が発行する後見開始申し立てに基づく「審判書の謄本J(写し可)

O 市区町村が証明する「戸籍全部事項証明書J(原本もしくは原本証明したもの)

(未成年後開i人の場合のみ)

(※)変更申出書の提出日から6か月以内に交付されたものが必要です。

「審判書の謄本Jには、「平成00年00月00日 これは謄本である。」と

表示されます。この日付が、提出日から6か月以内のものが有効です。

(※)審判確定証明書は、審判が確定していることのみを証明したものであるため、

添付書類としては無効です。
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(※)オンライン申請により取得した登記事項証明書(電子的な証明書)は、原本

ではないため、添付書類としては無効です。

[財産管理に関する代理権が付与されていることの確認]

ア 成年後見人・未成年後見人で、事務を分掌している場合

登記事項証明書もしくは審判書の謄本に添付されている「権限行使の定め目録」で、

財産管理を行うこととされている者が、本人に代わって届出ができます。

身上監護のみを行う者は、届出ができません。

イ 保佐人・補助人・任意後見人の場合

登記事項証明書もしくは審判書の謄本に添付されている『代理行為目録Jに、財産

に関する法律行為(下記記載例参照)の記載がある場合、本人に代わって届出ができ

ます。

(代理行為目録の記載例)

O定期的な収入の受領及びこれに関する諸手続

O 年金・障害手当金その他社会保障給付金等の受領に関する諸手続

(2 )年金証書の写し

口座己名義を後見人等管理口座名に変更する場合、添付が必要です。詳細は、 r3.事

務処理内容jの (2) を参照してください。

(3 )預金通帳の写し

支払機関もしくは口座名義を変更する場合、添付が必要です。金融機関コード・支

居コード・預金種別・口座番号・口座名義(カナ)が確認できるページの写しを添付

してください。

なお、変更申出書に「金融機関またはゅうちょ銀行(郵便局)の証明」がある場合

は、添付不要です(年金事務所・事務センター職員の確認印をもって、証明に代える

ことはできません)。
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(4)後見人等の住所(通知書等送付先)を確認する書類

変更申出書に記入された通知書等送付先の住所が、 r(1)後見人等であることを証
明する書類」からは確認できない場合、(1)に加えて添付が必要です。司法書士や弁

護士の事務所宛に送付を希望する場合、必要になります。以下は、添付書類の一例で

す。

(例) 0司法書士会・弁護士会等の身分証明書

O 事務所住所が印刷された封街・送付状

O 後見人等の名刺

O 事務所のホームページ(印刷したもの)

(5)受給権者の住民票住所を確認する書類

変更申出書に記入された受給権者の住民票住所が、 r( 1)後見人等であることを証

明する書類Jからは確認できない場合、(1)に加えて添付が必要です。以下は、添付

書類の一例です。

(例) 0住民票(写し可)

O 住民基本台帳オンライン画面(共通070)のハードコピー

[添付書類一覧表]

ょせ 通知書等送付先 受給権者の 支払機関 口座名義
(住所)変更 住民票住所変更 変更 変更

(1)後見入等である
ことを証明する • • • • 書類

O 
(2)年金証書の写し (後見人等管理口座名

に聖更する場合必要)

O O 
(3)預金通帳の写し {金融機関の証明印 (金融揖関の証明印

がある場合は不要) がある場合は不要)

(4)後見人等の住所

(通知書等送付先) ム
を確認する書頭

(5)畳給権者の住民

票住所を確詔す ム
る書類

- 必須、 O 原則必要、 ム:(1)で確認できない場合、必要
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5.主な留意事項

変更申出書の受付・進達事務においては、特に以下の点に留意していただきますようお

願いします。

(1)届書895号関係

内容 留意点

送付先を後見人等住所に変更する場合は、届書895号

届出もれ
の提出を受けてください。受付後は、事務センターで更新

停止の入力をしてください。

→詳細は、 3.(1) 

機構本部への進達は不要です。届書895号は、事務セ

進達誤り ンターで入力をしてください。

→詳細は、 3.(1) 

送付先を後見人等住所にしない場合は、届書895号の

誤入力
提出(更新停止)は不要です。誤って、更新停止入力を行

った場合は更新停止解除入力を山ださい。 I
→詳細は、 3. (1) [注]

(2 )支払機関・口座名義関係

内容 留意点

口座名義を後見人等管理口座名に変更した場合は、受給

年金証書写しの
権者または後見人等が年金証書を所持しているか確認の

うえ、写しを添付してください。複数の年金を受給してい
添付もれ

る場合は、すべての年金証書の写しを添付してください。

→詳細は、 3.(2) 

複数の年金を受給している方の口座名義は、年金コード

ごとに設定することができませんので、 1種類に統ーして

口座名義が統一 ください。

されていない なお、支払機関は年金コードごとで相違しても構いませ

ん。

→詳細は、 3.(2) 

ー。d



(3 )添付書類関係

内容 留意点

後見人等であることを証明する書類は、変更申出書の提

発行後6か月 出日から6か月以内に交付されたものを添付してくださ

経過 b 、。

→詳細は、 4目(1)

原本ではない
「登記事項証明書」・「戸籍全部事項証明書」は、原本も

しくは原本証明したものを添付してください。
書類の添付

→詳細は、 4.(1) 

(4)変更申出書記載関係

内容 留意点

変更申出書の「受給権者氏名及び後見人氏名J欄には、

受給権者氏名だけではなく、後見人等氏名の記入もお願
後見人等氏名の

いします。併せて、後見人等の押印も必要です。
記入・押印もれ

また、記入内容すべてにフリガナの記入をお願いしま
及びフリガナ記

す。
入もれ 〔記入例〕

わキシF日ウ セィtコウーンニシ コウヰ〉ハナヨ

年金太郎成年後見人厚年花子@

年金コード記入 変更申出書の「年金コードj欄には、変更の対象となる

もれ すべての年金コードを記入してください。

口座名義のカナ 変更申出書の「口座名義(カナ)J欄には、口座名義を

表記もれ カタカナで記入してください。
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6. よくある質問

Q1.届書895号は、どのタイミングで入力すればいいですか。機構本部での

通知書等送付先(住所)変更処理が完了してから入力するのですか。

A1.住基ネットからの異動情報による住所の自動更新を停止する処理ですので、

届書895号が事務センターに届き次第、入力してください。

Q2.通知書送付先を後見人等住所に変更しない場合は、届書895号の入力は

不要ですか。

A2.通知書等送付先を後見人等住所に変更しない場合は、住基ネットによる住

所の更新を停止する必要がありませんので、届書895号の入力は不要です。

Q 3.通知書送付先を後見人等住所から受給権者住所に戻す場合、届書895号

の入力は必要ですか。

A3 住基ネットによる住所の更新停止を解除する必要があります。届書895

号は、停止(解除)項目=rOJ、停止(解除)理由 rOJで入力してくだ

さい。

Q4.後見人等に法人が選任されていますが、変更申出書の提出は可能でしょう

か。

A4  財産管理に関する代理権が付与されている法人であれば、提出可能です。

具体的には、以下のような名称の法人が選任されるケースがあります。

(具体例)

O社団法人Aムムムサポートセンター

O特定非営利活動法人口口口口口口口口

。。。。



Q5.後見人等から委任(事務委託)された方の住所を通知書等送付先として

指定することは可能ですか。

A5.可能です。例として、成年後見人に選任された特定非営利活動法人が、弁

護士に事務を委任するケースなどがあります。

その際は、後見人等が作成した委任状と、受任者の住所が確認できる書類

が必要です。

(具体例)

ヨつ
土同~ll~.[ 
D委任(事務委託)
E 

Q6 変更申出書の『受給権者氏名及び後見人氏名J欄は、受給権者氏名のみ

の記入でも受付可能ですか。

A6.受給権者氏名のみの記入では、受付できません。受給権者に代わり後見人

等が届出するものであることから、受給権者氏名に加えて後見人等氏名の記

入及び担且を求めてください。

Q7 受給権者が亡くなった場合、その後の手続き(未支給年金・遺族年金の

請求等)を後見人等が行うことは可能ですか。

A7 後見人等が受給権者本人に代わって財産管理を行う権利は、受給権者の死

亡により消滅します。そのため、受給権者死亡後の手続きを後見人等が行う

ことはできません。手続きは、受給権者の遺族の方に行っていただくことに

なります。
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「年金受給権者通知書等送付先・支払機関・口座名義変更申出書』の提出にあたって | 

盛笠ご記入〈ださい.

@①‘②の欄に年金受給権者の基礎年金番号‘
年金コード及び生年月目をご位入ください巴

Or受給樹氏名』欄に瓜年金受給輔の氏名の
議に成年後見人の氏名を記入のうえ、虚皇盆旦

ム金盟量量豊里ください。 f押印もれがないようご
@注意くださいJ
『電話番号」欄に1:1:，成年後見人のご連絡先をご
記入ください巴

年金据込通知書など‘日本年金機構が年金

受給植者にお送りしている墨送盤盈送量盆

唱陸軍11''''される温含に、ご希望される送付先

及び年金受給権者の現在の住民事住所をご

E入〈ださい.。3
(J) 

隼舎の墾廿lIllり育連立ほロ席者聾辛苦nr;!t
主主量全にご記入〈ださい.

〉変更後の金融機関名、支庖名、預金種別、口座番号
及び口座名筆人(フリガナ〉を記入のうえ、金融峨畑
の旺明を受けるか、預金通帳の写しを添付願います.

》郵送物の送付先を後見人宛に変更される場合1;1:，

台帳による住所の更新停止(解除)申出書」

国保健人‘補助人が年金受信植者に何bり苧縞曹を行えるのは、
軍麿韓輔商の審判書又は語萄周の量E事現証明書の何理待掲
目録又は同窓行指巨舗に年金に闘す害指手続曹司何理掴につ
いτのIi!Ilがある堀合に限り牽す.

「住民基本

置お問い合わせ先及び申出書の送付先

住所地を管轄する年金事務所へお願いします。

-届出の障は‘~の書罰をsiえて〈ださい.
y郵送物の送付先や年金の受け取り方法、又1主、口座名筆を藍更する場合
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①法務局古恒明する『畳記事項E明書J(原本)
@家庭裁判所がliE明する後見開始申し立てに轟づ〈審判に闘する
書翻tコピー可〉
③市区町村t.l'1iE明するr戸籍企部事項E明書J(原本〕畑僻目人叫舎に限る
y金融機関を変更される場合1:1:‘預金通棋の写しまたは「金融担問又は申
うちょ担行(郵便局J由E明j 欄にl:iE明を受けて〈ださい。
》口座名置を変更される培古I主、年金E書Eび‘預金通帳申写しまたは
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【参考3】眉書895号の様式

住民基本台帳による住所の更新停止・解除申出書
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・・ 健所の更厳停止を申出します.

0 ・・E 施政λ回穂により住民票.県松る住府に贋偉しているため
2 ••• DV被曹を侵吋ているため

3・・戚年後見人専の栓定代理人の審判を受付ているため

. 史街停止の鋼除を申出します. 。...盤畏&本台舗による住所の表裏を鯵鍾するため

..5本自織による住所の畏厨停止【鱗槍》を.幽します，
亭歳年月 目

4住侮'
〒

t電話番号'

f氏名》
盆

長ト副長示ユ
ヲ..0"土で全白倒岡.~院凶.曽怠惰康保険M随員傍観"ご釦λ.の"ま.お舗め~の2肩書種電事もごuλ

与II且主品

子

fお包め"の筒在地}

f釘踊め先の名寄与'

-37-



。[記入上の注意点]

1. (Dには.申出をされるご本人憾の年金程奮の通事組年金番号及び年金コードをご記入〈ださい.

2. <%:It.蹟当する元号をO聞で図んで〈ださい.

3 ③の脱一事務所コード諜楓は 何も詑λしないで〈ださい.

4. 70盤以上で全国健康保険也会嘗寧健康保険又は錨員保院にご加入申の方は.@又は⑤と⑥の樹、お勧め先の

所在地・名称をご記入して〈ださい。

5 ぐ号、⑥rt.申幽される向容に応じ.該当する香号をomで閤んで〈ださい.

。[住民基本台帳による住所の更新停止・解除を申出される方へ]

1 更新の停止を申幽された方は‘今後、住所変更があった障には.年金事務所への届出が必要となります.

2 更新の停止解除を申出された方は、今後、住所夜更があった際には.年金..務所内の届出が不要となります.

8 日本年金糧備に住民票コードが収録されてい怠いカは‘この申出をすることができません.

【参考4】届書895号の記入例

住民善本省帽の異動情輔を藷周している年金

畏組審の方について 日本年金砲備からのお

知らゼの送付先を変更する場合.住畏a島本台
恨の奥島1;舗の信用を停止する必要がありま
す.

@伺及び愛情

住所の宣告停止をゆ幽する場合は②視の 11::0

聞をつけて〈ださい.

また噌<1'閣については3にO聞をつけて〈担金

L、.

民名111こはー年金受給権主輔の氏名'"後l'成年後

9老人の氏名を但λのうえ，成年俊男人の悶簡を胃
即して〈ださい.

EZ 
巴~

住民a本台41.'::ょ&偉掃の.."停止・解陰阜出.

[習霊童1iE器盟主21122tAE2rJZIL--〕

{?ru11翌日子1.
(..， . "'-“" ・" Ma匪 ......，.. J.J... no"... ，"，><x<昏含

u - ~，・-一回.. 
同年舎A・式牟U.LA"'fl-to (百
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文書区分

霊度主主 童差回 緊急

平成25年1月25日

年相指2013 -7 

委任状の取扱いの周知徹底(指示・4神島

本部 ブロッウ本部 事務セン告ー 年金事務所

宛先 係部関 理部管 適徴部

厚年 厚年

国年 年給 記録 突合
通E 適量

課徴収 襲霊童
G G 

全 厚空 阜 喧 。G 語 厚きE
O O 。

話
機童保

ン告
会

〆 ー〆

本部関係部

品質管理部、監査部

旦血ニ盤量
委任状の取扱いについては、【品管指2012-97】※「個人のお客様に対する年金相談等における代

理人の取扱い」において再整理しましたが、監査において、委任状の不備による指摘が多いことか

ら、徹底を図るものです。

ポイント(肉容)

O 【品管指 2012・97]※は、年金相談等における委任状の取扱いについて、ブロック本部等の意見

を基に、よりお客様の立場にそった対応ができるよう整理したものであり、委任状の記載を簡略化

したものではないことから、作成上の注意事項に対応していない不備な委任状での相談対応には応

じられないので徹底してください。

《監査指摘事項》

E 委任状に日付の記載がない

-委任状に委任する内容の記載がない

.委任状に本人の捺印がない

・代理人の筆跡と委任状「ご本人 E 氏名』欄の筆跡が閉じ

【参考】委任状

-
t
i
t
-

-
-

-

圃

-

H

-

-
t
i
t
-

-

棚

怖
W

R

-

品

川

-

-

Z

R

 

-

同
H

目

-u=" 

-
担
割

-

鼠

L

M

-

ト

U

L

-

-

雪
4

B

a

-
-

-
E
I
-
-

(照会先)
本部年金棺賊部相談指導G
担当蓋亘、丸茂
(連絡先)
(ダイヤルイン)
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委任状
代理人

フリガナ
ご本人

氏 名
との関係

T 電話(
住 所

私は上の者を代理人と定め、以下の内容を委任します。

ご本人 作成田 平成 年 月 目

基礎年金番号
年金コード

(年金を受けている方のみ)

フリガナ
明治

生年月日
大正

年 月 日

~ID 昭和
氏 名

平成
(旧姓

寸ー 電話(

イ主 所

(委任する事項を次の項目から選ぶか、具体的に記入してください。)

1 .年金の加入期間について

2.年金の見込額について

3.年金の請求について

4.各種再交付手続きについて

委任する内容
5.その他(具体的に記入してください。)

0年金の「加入期間」や「見込額」などの交付について

A目代理人に交付を希望する B.本人宛に郵送を希望する c.交付を希望しない

※ 裏面の注意事項をお読みになり、記入漏れなどのないように作成してください。
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作成よの注意事項

「代理人」欄については、ご本人が誰を代理人にするかを決め、その方の氏

名、ご本人との関係、住所(電話番号を含む)を記入してください。

2 rご本人」欄については、委任状を作成した日付、ご本人の年金証書または年
金手帳の基礎年金番号、年金コード(年金を受けている方のみ)、氏名(旧姓が

ある場合を含む)、生年月日、住所(電話番号を含む)を記入してください。

また、委任する内容について、 1-5の項目から選んでO印(5を選んだ場
合には、委任する内容をできる限り具体的に配入してください)をつけると

ともに、年金の「加入期間」や「見込額」などの交付について希望の有無を、

A-cの項目から選んでO印をつけてください。

なお、「氏名 l欄には、ご本人が必ず署名、押印して〈ださい。

3 代理人は、運転免許証など代理人自身の本人確認ができるもの(文書による相

談は写し)をご用意ください。

個人情報を入手する目的で代理人を装って根談を行う者(なりすまし)の防

止のため、代理人の本人確認を行います。

4 委任状に不備がある場合、または代理人の本人確認ができない場合は、相談に

応じられないこともありますのでご了承ください。
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文書区分

平成25年2月4日

給付情 2013-10

重

要高度

本部

宛先
全
係部関

。

急緊

平成25年2月定期支払にかかる年金振込通知書の
レイアウト等(情報提供)

ブロック本部 事務セン告ー 年金事務所

富

部理管 給部相 徴部適

厚年 年庫

年固 給年 録記 合突
遍富量適

収課徴 室皇
G G 

厚年
。。。G 

総里望 厚年

情提供先報
会社労士

J ‘ 

~ 

。 。 。 J 

健富

本部関係部

品質管理部、年金相談師、業務管理部、障害年金業務部、業務渉外部、支払部

旦血ニ盤量

平成25年2月7日に発送する、平成25年2月定期支払にかかる年金振込通知書のレイアウト等につ

いて、情報提供します。

一ポイント(内容)

1 帳票レイアウトについて(別添1)

平成25年からの復興特別所得税の源泉徴収開始に伴い、年金振込通知書の内面の従来「所得税額」

と表記していた欄を「所得税額および復興特別所得税額」へ変更しました。

また、右面の「所得税と復興特別所得税について」で、制度説明を加えました。

2. r所得税額および復興特別所得税額」について
課税対象となる受給者については、平成25年分公的年金等の扶養親族等申告書による申告内容に基

づき税額が計算され、「所得税額および復興特別所得税額」欄に源泉徴収税額(所得税額および復興特

別所得税額の合計額)が表示されます。

復興特別所得税額は所得税額の2. 1 %相当額とされており、課税対象額に合計税率を乗じて得た額

が「所得税額および復興特別所得税額」として源泉徴収されます。

源泉徴収税額の計算式は以下のとおりです。

(1)扶養親族等申告書を提出した場合

続泉徴収税額=(年金支給額一社会保険料一各種控除額)x合計税率 (5目 105%) 

(2 )扶養親族等申告書を提出しない場合

源泉徴収税額=(年金支給額一社会保険料一(年金支給額一社会保険料) x 2 5%} 

x合計税率 (1O. 2 1 %) 
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3.平成25年分公的年金等の扶養親族等申告書による申告内容は、年金受給権者原簿(受給権者改定記

録回答票)を参照してください。(別添2)

4. r平成25年2月年金振込通知書の復興特別所得税額に係るQ&AJ(別添3)を、上記3と共に参照
の上、お客様からの照会に丁寧な回答をお願いします。

5.発送日

平成25年2月7日(木)

郵便料金割引制度 (r特割J)を利用するため、お客様への配達に、通常のl!il達回数十最大3日の送達

回数を要します。

6. 日本年金機構ホームページでの周知

日本年金機構ホームページに、平成25年2月年金振込通知書のレイアウト及びQ&Aを掲載します。

(2月6日予定)

照会先

本部年金給付部給付企画G
担当 西山室E
連絡先

(直通)
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.j>， 

.j>， 

| 「復興特別所得税」に関す否お知らせ | 
平底25年2月か弓.年金か各所得税が源泉観収される方l草、
「復興特別所得税」が併せて源累徴収されます。

年金か6源泉惜収吉れ号所得税額および復興特別所得税額に
つUては‘このお知吾せの内側をご確認ください。

お問い合わせは rねんきんダイヤル』へ!

鷺 |0570・05-1165 I 
日50または070か告始ま号電話でおかりにな畠場合は

03-6700・1165

お問い合わせの際1<1、皇韮註金量呈がわか吾ものをご用電ください. 

〈畳付閏間〉旦」邑且

本ニ皇星旦
第2土曜日

午前 8 30-午後 7 : 0 0 

午前 R 30-午桂 5 1 5 

午前 9 3 0 ......午後 400

*月窪田わ可児自の椙古I~ 盟国以降の聞所日明日に守唖7:00まで唱曲をあ慢すします，

*祖国(第2土曜日を除く).12月29日-1月3目隠ご利用いただげません.

0ナピダイヤル，..ー唖の固定電話か弓おかげにな否場古は全国どこからでも‘市円
通話料金でご刊問いただけます.ただし.一般の園足電話回外(携帯電話等〉か弓

おかげにな寄場古は、通常の週w科書がかかります.
or03-670Q-1165.1の電話置号におかけに芯答堵古l玄、遇常の通話料金
がかかります圃

or0570.Jの優帽の rOJを省略レたり.市外局番をつけて臨璽U闇置になってい忍
ケス~'ヲ荏主レていますので.おかげ置醒L叶Ol~ご注意ください.

0月曜日など休目明けや.お害機のお手売に遇阻害が届いた直後 (5日程麿)[ま
電話がつながりにくくなっております.週の後半と月の後半は、つながり
やすくなっており京すので.どうぞご利用ください.

日本年金!é~噛ホームベージでは写会に聞する手続きのご車内‘制度改Eの概要、目
お近〈の年金事務所の所在地・お問い合わせ先などをご覧いただけます， 目

li1lJ'ilfi也品@)]見通幽
1302 1018 018B 

郵便はが吉

国罰

己の年金揖込通知書は、口座振込により年金を受け取られる方への

年金支払額および年金から控除される介護保険料等のお知らせです。

③日本年金機構
Japan Pension Service 

干168-85日5 東京都杉並区高井戸西3丁目5番24号

ご案内1;:1:内側にあります。
矢印の方向へゆっく Dていねいに聞いてくだ古い。-

(水に濡れている場合は、よく乾かしてか5聞いてくだ古い) 喝



ょ口=・、

| 年金振込通知書 l 
(初回振込予定日)平成25年2月15日

されたことにより、平成 年 月と平成 年 月

0平成24年度骨の宝払予定日は次のとおりです。

-平成25年2月15日(12月、 1月の2カ月分)

・平成25年4月15日(2月、 3月の2カ月分)

までの吾偶数月にお宝払いする年金は‘次のとおり指定された金融機関白 10年金支払額か変更と立ったり振込先等に変更があった場合は、改めて

預貯金口座に振込みを行うこととしましたので、お知らせします。 I 年金据込通知書をお送りいたします。

年金の種類 年金

団礎年金番号・年金コード I 10日本年金樹曹は、市区町村からの依頼に基づき、年金から介護課険料、
掻込先 | 後期高齢者医療保険料、国民健康保険料(税)、個人住民税を特別徴収

「年金支払観lおよび「年金か5特別徴収する保険料等」引等の金額

平成 年 月の支払額
平鹿 年 月か5平属
年 目白吾宣払月揮町支払酉

年孟支払顕必2 円 円

介雷原険科歯 円 円

円 円

円 円

恒人注民説煩| 円 円

控除師団| 円 円

来1年金から特別徴目する保険料等とは、介謹保険料、後期高齢者医療保障料、
国民健康保障料(税)、個人住民税となります。

来2r年金主払額Jの欄にr#J町が表示されている古は、 lUf帯別加耳金の宜払
いが含まれています。

厚生労働省

官署支出官

しています。

。吾支払月に特別徴収する額は、変更と主る場合もありますので、市区町村

から通知される(されている)通知書でご確認ください。

α長期高齢者医療保験料、国民也康保険料備)については、市日区町村に申し
出ることにより、口座振替による宝払方法に変更できます。

年金から特~r股担する保険料(!.明日額、個人住民税額に関するお閉し合わせは、
お住まいの市(!ID役所または町村役場におたずねください。

0平成お年12月2目、「車日本大震災からの檀奥のための施策在実施するために
'il:要な財海の確保に関する特別措晋法(平成お年法律第117号)Jが公布され、
「復興特別所得税」が創設されました。

0平成25年2月から平成49年12月までの聞に宣払われる年金から、所得税と
復興特別所得説が併せて源泉徴収されます。復興特別所得説額は所得税額の

2.1%相当額とされています。

。耳泉徴収の対量となる主弘金額に対して、所得税と復興特別所得税を合わせ

た税串5.105%(扶聾親族等申告書司提出が無い場合は10.21%)を乗じて計草

した額が、所得税と復興特別所得親として露呈徴収されます。



.t. 
ol 

直亘
共通
選択
79j(ナ:お々ンタロウ
氏名:年金対E

届書コード020
受給権者改定証撮巨潜裏
大区分2 小区分04 操作番号1

車種年金番号:21俳 111111

画面1
001/1∞2 

年金コード:1150
生年月日:昭和16.11.17 

原因:01 発生:平13.11.16 改定:平14.11. 16 64-01 
覇港:1佃:-0073 市区間村:2111-103 珪畠章庁:2111 
住新:港区三田 4-19-15

項番原因 サイクル 作成改定日順位

1 28 平2502 ER 

謁淀:平14.07.18 担保:0 
時効:00.∞ 

時効 入力課所

業務センタ

平2502 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

①②③④⑤⑤⑦③⑨⑮⑪⑫⑬⑭⑮@⑫@@)@) @ 

交曜日

平250107

000000 

--戸・--同ー四回国国国・・・・・・・・・・・・・・・・・・・間同町田ー司圃困・・・・・・・・・・・・・ー・・圃圃司開四回ー岡国岡圃圃a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・回・関戸司問問問ー園田岡田ー，閏間四四ーーー岡田町ーー，田岡田町ー司田町田ーーー岡田岡田町'四個司問ー園田岡ー司田町同------------旬、h

J①申告書提出表示 ③障害なし扶養親族数(特定・老人扶養親族を除く) ⑬本人障害表示 1 
3:提出あり ③障害なし特定(19歳以上23歳未満)扶養親族数 0:障害なL

4:提出なし ⑤障害なし老人(70歳以上〕扶養親族数 1:普通障害者控除を行う

②配偶者表示 ⑥普通障害者の扶養親族数(特定・老人扶養親族を除く 2:特別障害者控除を行う

口:控除対象配偶者ブよし 苧 ⑦普通障害者の特定(19歳以上23扱末梢)扶養親族数 ⑬老年者控除表示
1: (2-8以外の)毘偶者控除を行
2: (3-8以外の)老人(70歳以上)み対象配備強除を ⑤臨障害者の老人(70歳以却扶養親族数 @寡婦・特別耕・寡夫表示

行う ⑨同居特別障害者の扶養親族数(特定・老人扶養親族を除く 0:寡婦・寡夫でない

3: (4-8以外の)普通障害配偶者控除を行う ⑬同居特別障害者の特定(19歳以上23歳未満J扶養親族数 1:寡婦
4: (5-8以外の)普通障害者の老人(70歳以上)控除対象 ⑪同居特別障害者の老人(70歳以上〕扶養親族数 2:特別寡婦

配偶者控除を行う ⑫別居特別障害者の扶養親族数(特定・老人扶養親族を除く 3・寡夫

5: (6-8以外の)特別障害配偶者控除を行う ⑬ZiJ居特別障害者の特定(19歳以上23歳未満)扶養親族数 ②16歳未満の扶養親族の方全員の人数
日:(7-8以外の)特別障害者の老人(70歳以上)控除対象

⑮ZiJ居特別障害者の老人(70歳以上)扶養親族数
配偶者控除を行う

⑮年少扶養親銀(16歳未満)で普通障害者の扶養親族数
7:倍以外の)同居特別障害配偶者控除を仔う
8:同居特別障害者の老人(70歳以上)控除対象配偶者控 ⑮年少扶養親族(16歳末満)で同居特別障害者の扶養親族数

\ー.詮詑L一一一一一一一一一一一一一一一-2主主主盟主主16i!it5盟 "ZiJ~君主岳宝生塑控一一一一一一一一一一一一一一一ノ



巨日
平成25年2月年金振込通知書の復興特別所得税額に係るQ&A

Q1 復興特別所得税額とは何ですか。

第 179回臨時国会において、 「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために

必要な財源の確保に関する特別措置法」が成立し、 『復興特別所得税」が創設されました。

く復興特別所得税の概要>

. 復興特別所得税は、平成 25年 1月 1I'lから平成49年 12月 31日までの聞に生ずる

所得について源泉所得税を徴収する際、併せて源泉徴収されます。

※ 圏外居住者に支払う年金も復興特別所得税の課税対象となります。・源泉徴収される復興特別所得税の額は、源泉徴収される所得税の 2.1%;相当額とされ
ています。・復興特別所得税の源泉徴収は、所得税の源泉徴収の際に併せて行うこととされてい
るため、源泉徴収の対象となる支払金額等に対して合計税率を乗じて計算した金額を

源泉徴収します。

Q2  復興特別所得税額は、いつから課税されますカ元

平成25年2月定期に支払われる年金(平成24年 12月分・平成 25年 1月分)から復興特

別所得税の課税対象となります。

Q3  平成25年 2月の年金支払時に、さかのぼって支払われた年金が含まれ.ています。

この場合の復興特別所得税額はどうなりますか。

平成 25年2月定期支払の中で、平成 25年2月定期1<":支払われるべき年金(平成 24年 12

月分・平成 25年 1月分)から復興特別所得税の課税対象となります。したがって、平成 24

年 12月支払期以前に支払われるべき年金については、復興特別所得税の課税対象とはなりま

せん。

Q4 所得税額と復興特別所得税額の計算方法は具体的にどのように行うのですか。

源泉徴収される復興特別所得税の額は、源泉徴収される所得税額の 2.1財目当額とされて

います。
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具体的には復興特別所得税の源泉徴収は、所得税の源泉徴収の際に併せて行うこととさ

れているため、源泉徴収の対象となる支払金額等に対して源泉徴収税率(合計税率)を乗

じて計算した金額が『所得税額および復興特別所得税額Jとして源泉徴収されます。

なお、源泉徴収税率(合計税率)は次の計算で求めることになります。

|責揃単記記ι:山崩制義釦J尚弘ゐ砧)叫1
h貯ト :じ~寸 ヒ f山山 ;山 γ一 υ 川川 ト川 んル山;ド川1刊川日泊i三泊恥ιじ:リ小iド川:リi 

(参考)所得税率に応じた合計税率

。扶養親族等申告書提出有り…合計税率 (5司 105%)=所得税率 (5%) x 1 0 2. 1 % 

。扶養親族等申告書提出無し…合計税率 (10.21%)=所得税率 (10%)x102. 1%  

Q5 年金援込通知書の中の「所得税額および復興特別所得税額」欄に税額が記載され

ていますが、所得税額と復興特別所得税額を分けて記載していないのはなぜです

か。

源泉徴収される復興特別所得税の額は、源泉徴収される所得税額の 2.1%相当額とされ、

その源泉徴収は所得税の源泉徴収の際に併せて行うこととされています。

したがって、今回送付した年金振込通知書には、所得税が源泉徴収の対象となる支払金

額等に対して源泉徴収税率(合計税率)を乗じて計算した金額を、 「所得税額および復興

特別所得税額j としてその合計額を記載しています。
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本部関係部

年金相談部、全国一括部門各部

E曲二盤量
平成24年12月28日【事企指2012-124】『特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢引上げ等の実施に関

する日程等J(指示・依頼)にて、「初回発送は、年初にお知らせします。」としていた「年金に関するお

知らせJ(老齢年金のお知らせ)(以下「老齢年金のお知らせ』という。)の送付スケジュール等をお知ら

せするものです。

あわせて、年金事務所軍事務セン告ーにおける年金相級時等の留意点、 Q&Aをまとめましたので、そ

の対応をお願いするものです。

ポイント(肉容)

1 r老齢年金のお知らせ」の概要等
平成 12年の法律改正により、問和 28年4月2日以降に生まれた男子の方から「特老厚J(報酬比例部

分)の受給開始年齢が61歳以降に順次引き上げられることになりましたので、 60歳に到達する3カ月

前に①現時点での加入記録と②年金見込額をお知らせします。 (jllJ添1)

・平成25年2月18日から週次で送付します。(年間送付件数 約61万件) (別添2)

II r老齢年金のお知らせ』の送付対象者
昭和28年4月2日以降に生まれた男子の方から、「特老厚J(報酬比例部分)の受給開始年齢が61歳以

降に順次引きょげられる次の方にお送りします。

・老齢基礎年金の受給資格があり「特老厚」の受給権がある方(厚生年金保険の被保険者期聞が12月以上の

方)
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E 年金相談時の留意事項

※老齢厚生年金は原則として、「受給開始年齢」から受け取れますが、「受給開始年齢」になる前でも、 60

歳以降であれば、請求することにより繰上げて年金を受け取れます。

繰上げて年金を受け取る場合の主な注意点は次のとおりです。

O 年金額は、生涯にわたって減額されます。

O 原則として、老齢基礎年金と老齢厚生年金は同時に繰上げ請求することになります。一方のみ繰上

げることはできません。

なお、相談対応時には別添3のQ&Aを参照願います。

N r老齢基礎年金受給権者 老齢厚生年金請求書J(様式第233号)の発送について
以下の条件に該当する方に対し、「老齢基礎年金受給権者老齢厚生年金請求書J(様式 233号、別源 4)を

別添5のスケジュールのとおり送付します。(月間送付件数 約1，000-1. 500件)

-老齢基礎年金の受給権者で、 65歳から老齢厚生年金の受給権が発生する者

盲老齢基礎年金の受給権者で、特老厚の受給開始年齢時に特老厚の受給権が発生する者

なお、同封するリーフレットは別添6のとおりとなります。

V 機構HPへの掲載について

「老齢年金のお知らせ」について、機構HPに別添 7の内容を掲載しますので、お客様からの問合せについ

て、対応いただきますようお願いします。
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| 金後納|
l 恒

老齢年金のお知らせ
このお知らせは、平成12年目法律改正により老齢厚生年
金の受給開始年齢が61歳以降になる方に、現時点での
加入期間と年金見込額をお知らせするものです。

受給開始年齢になる3カ月前に、年金を受lナ取るための手
続きに必要な「年金請求書」をお送りLます。

年金の記録

| こ崎知叩、 時点の | 
当機構で保有する年金記録に基づくものです。 I

お客様の照会番号

笠 . 

• • 年金に関するお知らせ ) I重要|差出人

老齢年金は原則として、右面の「受給開始年齢Jから受け
取れますが、「受給開始年齢」になる前でも、 6口歳以降で

あれば、請求する己とによ日繰上げて年金を受lナ取れます。

繰上げて年金を受け取る場合の注意点

O年金額位、生運にわたって語翻吉れます.
O老齢基礎年金と老齢厚生年金及び週職共潰
年金は同時に繰上げ首求するzとになります.
一方的み繰上げる己とはで曹ま世ん.

繰上げて年金者受け取ることを希望する場合は、年金見込
や手続き方法を古品、お近〈由年金事務所や街角の年

醸センターにご相

厚生年金保険加入期間

船員保険加入期間

国民年金加入期間(納付済月数〕

H (全額免除月数)

H (4分の3免除月数〉

F 半額免除月数〕

r(4分の1免除月数)

rI 学生納付特例月数)

共済組合等加入月数

年金加入期間合計

胡
一
胡
一
朗
一
朗
一
胡
一
胡
一
朗
一
明
一
朗
一
朗

l⑧alii会警想l
「 アクセスキーで、今すCご畳障を
「アクセスキー」の有抽期阻止、本世到着後、 3カ月です※よ記の年金記録血 部にl止まだ整備中のものカ〈ありますので、
〔期限桂も利用畳録は可能ユーザID尭行に5日程度必要 ご了知ください.
※利用畳録には「基礎年金番号」の入力が必要になります。お
手元に年金手帳や基礎年金番号通知書、平成23年3月以
前にお送りした「ねんきん定期恒」や「ねんきん特別直」をご
用意〈ださい.

干168-8505東京都杉並区高井戸西3丁目5番24号
(宛先不明白場合1;1:差出人にご返送ください)

※既1=rねんきんネットJのご利用畳録がお揖みの方にもアクセス
キーが記載されておりますが‘改めてのご畳録は不要です.

詳し位「ねんきんネットJで検索 区Jvl'~>，:Il-- i 亡亙日
http://www.nenktn.go.jp/n/川川/n_net/ 、

*厚生年金基金から受け殴る金額を除いて計算しています。
※裏面白説明もご覧ください。
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【老齢年金の見込額について】

表面の年金見込額は作成日時点のものであり、現在加入している年金制度の記録を次のように60歳まで

延長して計算しています。お客様の今後の年金加入状況や毎年の経済の動向など種々の要因により実際

に受け取れる年金の額は変化しますので、あくまで現時点での目安としてくださいロ

0国民年金加入者→現在免除を受けている方は免除として、その他の方は保険料を納めたものとして、
60歳まで延長して計算。

0厚生年金保険加入者→現在の標準報酬額で加入し続けたものとして、 60歳まで延長して計算。

く共済組合に加入している〈していた)方へ>

共済組合等加入月数がある方の年金見込額は、各共済組合からの情報提供に基づいて老齢基

礎年金額を計算しています。なお、退職共済年金については、含まれていません。

く繰上げ請求したときの年金額について〉

繰上げ請求した月に応じて‘年令額がひと月ごとにO圃 5%減額になりますn

例えば、 61歳から老齢厚生年金を受けられる方が60歳0カ月で繰上げ請求した場合は、老齢基礎
年金が30%、老齢厚生年金が6%それぞれ減額になり、この減額率は生涯変わりません。

和

担

【国民年金の任意加入について】

国民年金では、 60歳前の加入すべき期聞に保険料の免除や未納などの期間がある場合、満額の老齢基
礎年金を受け取れません。年金額を満額に近づけたい方は、 60歳から65歳までの問、付加年金も含めて
任意加入することができますので、お近くの年金事務所やお住まいの市区町村にご相談ください。ただし、

繰上げ請求した場合は、任意加入できませんので、ご注意ください。

耳語

蹴

事

司厩・..d::>(同‘'‘面<[.. J"e.1oφ・"'-d.IIÞ~"，，:;.c ~ ，~~"，y'"、

唇4:10570ー05-11651
050または070から始まる電話ですきかけになる場合は

♀孟 6700ー 1165
お問い合わせの際[立、基壁主金重呈がわかるものをご用意ください。

く受付時間〉

月曜日午前8:30-午後7:0口
火~金曜日 午前8:30'-'午後5:15
第 2土曜日 午前9:30-午後4:00
*月曜日カ匂兄自由場合は、翌日以降の開所日初日に午畳7:00まで相談を
お受けします.
*祝目〔第2土曜日を除(l、12月29日-1月3目はご利用いただけません固
0ナピ夕刊ヤルは、一般の固定電話からおかけになる場合は全国ど己からでも、
市内通話料金でご利用いた担げます.ただしへ 般の固定電話以外〔携帯
電話辱)iJ\~i13カすになる場合は通常の通話料金治情かります.
or03-6700-1165Jの電話番号におかげになる場合は、通常の通話料
金カ油、かります。
or0570Jの最初のrQJを省略したり、市外局番をつけて閣遣い電詔こなって
いるケースが発生していますので、おかけ閏遣いにはご注意〈ださい.
0月曜日など休日明けやお客様のお手元に通知書が届いた直後(5日程度〕
は電器がつ伝がりに〈之なっております週白後 I::'Jjの後半也、つながり
やす〈なっておりますので、どうぞご利用ください固

ねんきんネット」を使ってみませんか?

O各種の通知書を、いつでもご自宅のパソコンで確認できます!
ご案内のメールが送られます.
通知書をゲウンロードして、印刷する己とが可能です.

0いつでも年金配蜘曜毘できます!
0記録の『もれ」や「誤り」の発見が容易にできます!

・ご辛IJ用量録I;l:hltp:j/www.nenkin.gojpjn_net/ 1=アクセスしてください・
詳し〈は『ねんきんヰツト』で検索 I;ta/ui!' ̂，*.， 1--1亡町

出「ねんきんネットJI乱!日法畏枯者の方(年金証書の年金コ一同Tゼロから拍まる
(OXXXl老齢年金を畳すている方)1まご利用いただすませんので‘ご了軍ください.

m 
1¥) 

角の年金相談セン亨ーへお問い合わせください。
また、日本年金機構ホームページ(http://www.nenkin.go.jp/llこ「年金Q&AJを掲載していますのでご利用
ください。
(年金事務所の所在地お問い合わせ先等については、『ねんきんずイヤル』でご案内しています。また、日本年金機構
ホームページにも掲寵しています〕
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匝E

特別支給の老齢厚生年金(報酬|比例部分)にかかる支給開始年齢の引き上げ等の実施につ

いてQ&A

- 60歳到達時におけるお知らせに関する事項

Ql-l 60歳前に、「年金に関するお知らせJ(老齢年金のお知らせ紺色ハガキ)(以下「老齢年金の

お知らせJという。)が送付されてきました理由は何方、

Al・1

法律改正により、特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢が段階的に引き上げられます。

そのため、 60歳前にご送付することで、ご加入期間(厚生年金加入期間が1年以上ある場

合は、支給開始年齢時点等の年金見込額を含む)及び特別支給の老齢厚生年金の支給開始

年齢を確認いただくとともに、繰上げ請求が可能である旨をご連絡するためです。

ピ
Al-2 

原則誕生月の4か月前の加入記録により老齢基礎年金の受給要件を満たしている者です。

なお、厚生年金保険の加入期間が 1年未満の者への送付内容に変更はありませんが、厚生

年金保険の加入期間が1年以上の者については、支給開始年齢、年金見込額及び照会番号

が記載されます。

「老齢年金のお知らせ」の送付対象者の基準は何由、

Ql-3 r老齢年金のお知らせ」にある年金見込額は何時時点のものか。

Al-3 

原則誕生月の 4か月前※の加入記録です。(※(参考)具体的には業務スケジュールの

裁定請求書の事前送付(裁定請求の案内の送付)の対象者抽出日(作成年月日)時点の記

録です。)

ただし、(老齢基礎年金の受給要件及び)年金見込額は、原則誕生月の4か月前※の加

入記録により次の仮定にて、記載しています。

国民年金に加入中であった場合:誕生月の4か月前の前月の納付状況にて 60歳まで

加入

厚生年金に加入中であった場合 誕生月の4か月前の標準報酬にて 60歳まで加入と

仮定する。

共済組合に加入中であった場合:60歳まで加入

Ql・4 老齢年金のお知らせJにある「年金見込額J欄の見方を教えてほしい。

A
守
E
U
 



Al・4

f年金見込額」は、『受給開始年齢J欄に記載された特別支給の老齢厚生年金の支給開

始年齢時点の報酬比例部分の見込額を記載しています。また、 (65歳時点の年金見込額)

は繰上げしない場合の老齢基礎年金と老齢厚生年金の合計の見込額※を記載しています。

※ 厚生年金基金・退職共済年金の額は含まれていません。

※ 将来の物価スライド等は考慮されていません。

Ql・5 共済組合の記録がある場合はどのように記載されますか。

Al・5

「共済組合等加入月数Jは原則誕生月の4か月前の共済組合員記録回答票(基礎年金番

号情報照会票届書コード 020処理区分 004)を元に記載されます。また、「年金見込額J

欄の (65歳時点の年金見込額)は繰上げしない場合の老齢基礎年金と老齢厚生年金の合計

の見込額を記載していますが、この老齢基礎年金の見込額はこの共済組合員記録回答票を

参考に計算しています。

『共済組合等加入月数」が実際の加入月数と相違している場合は、どのようにすればよいか。

1・6

I共済加入期間同士の重複がある場合]

国家公務員共済加入期間と地方公務員共済加入期間と地方公務員共済組合加入期間同

士での重複期聞がある場合は、機構で保有する共済加入記録は共済組合等から提供されて

いて、共済組合等と協業して記録整備中であることを説明してください。

お客様から直近(最終)の共済組合を確認のうえ、年金見込額を改めて試算してください。

また、記録管理部(本部)にて共済記録の整備を行うため、お客様から『共済組合等加入

記録申出書J(被保険者記録等進達関係手続64頁)を記入いただいて記録管理部記録業務

2Gに進達してください。 I老齢年金のお知らせJに関しては年金加入期間等確認、通知書等

の加入していたことを証する書類の添付は不要です。

【共済加入期聞が記載されていない場合(共済加入を証する書類がある場合)1 

共済記録を確認するため、機構から共済組合等に照会する場合に、次のいずれかの共済

加入を証する書類の写が必要となります。

年金加入期間確認通知書(共済組合発行)

組合員期間登録通知書

共済ねんきん特別便

長期給付加入者記録栗

年金加入記録のお知らせ(日本私立学校振興・共済事業団発行)

E
U
 

E
U
 



共済加入を証する書類を持参されているお客様にあっては、『共済組合等加入記録申出

書J(被保険者記録等進達関係手続64頁)を記入いただいて、お客様の了解を得て共済加

入を証する書類を複写して添付のうえ、記録管理部記録業務2Gに進達してください。

また、退職一時金支給済期間は機構の共済記録には収録されていないことを説明してく

ださい。

[共済加入期間が記載されていない場合(共済加入を証する書類がない場合)1 

共済加入を証する書類をお客様が持参されていない場合は、持参いただくか記管指

2013-3 r重複付番の解消・発生防止等に係る事務説明会で使用する資料の送付等(指示・

依頼)J 138~139頁を利用して勤務先と共済組合を確認のうえ加入されていた共済組合等

へ照会するよう説明してください。

Ql・7 ねんきん定期便」と見込額が相違しているのはなぜですか。

Al・7

共済期間の反映の有無によるものです。

「ねんきん定期便」は老齢基礎年金の額に共済加入期聞は含まれていませんが、「老齢

年金のお知らせ」は、老齢基礎年金の額に共済加入期聞が含まれています。

au 
R
U
 



様式第233号老齢厚生年金請求書老齢基礎年金受給権者国民年金
厚生年金保険

(老齢基礎年金の受給権者が老齢厚生年金の受給権を有するに至ったと曹の届)

| 基礎年金番号 | 年金コード

①基礎年金番号および年金コード

!年I "1 
る・ない

54157 165丙2180

日

晶

②生年月日

老齢基礎年金申受給権を取得した日以降，，，初めて国民年金

③または、厚生年金保険(船員含む)の被保険者となった
期聞がありますか。
ある方は、該当する制度の名称、期間在記入してくだ古い。

祢名

月年平成月年平成間期

し、なるあ老齢基礎年金の受給権を取得した日以降，，，初めて各種共済

ぬ組合等の組合員または加入者となった期聞が晶りますか。
甲車る方，~、そ由共済組合等(支部)町名称および期間在
記入してくだ古い。

祢名

月

現在、公的年金制度等から老齢・退職または
障害を支給事由とする年金を受けていますか。

ア |
老齢・退臓の年金を|
受けている | 

名 称一

義礎年金番号
.年金コード等

昭和・平成

平成

L 
年

ウ

~ 

を

'a

金
口
吋
ミ
し

イ
戸
て
一宮町

月年平成問期

配偶者に
ついて、
⑤右棚を |受けていると宮は、その公的年金制度等の名和
記入して|および基礎年金番号・年金コード、恩給証書の

ください。|記号番号。

そ田支給を受けるとととなった年月日. 日

請求中ウ

月

受けていない

年

イ受けている

一一一一
一アお客様l立現在、老齢基礎年金以外に公的年金制度から年金

⑥を受けていますか(全額停止の場合を含む). 
受けている方・請求中の方l立、その制度の名称および基礎
年金番号・年金コード(記号番号)を記入してください。

日月

L、

τ-
，-

t
i
l
-
T
i
 

支払

調整

}1 

な

l 改定年月日

年金額 1. 年町
改定| 十|

5~ 11  
※ |事由

年

る

昭和・平成

あ

E臣停止寧

⑦上記⑥の年金を受けている方i
なった年月日を記入してくだ古い。

⑧ 60歳以降に公的年金制度に加入したことがあります方、
ある方は、右目欄の恩歴湖l己記λしてくだ古い.

¥ |改定年月日 |事由| 受付年月日

|州事|ドv.. fll041年1月lj百
年刊 J111ω1 . 1.. 1. 
?651..1.....1 ，.. 1141 . .1. J. 
l.1 .11241.1 I 
ft望宮高品管録 80111 ※ 

郵便番号口口口口口口口
日提出月年平成

所住
受給権者

⑮ 

)一()ー(

世間コ⑨
丁
1
1
4

【フリガナ}

氏名

同
居
書
困

(

J

 

-
n
u

一

号
「
1
1
1
1
1
4

番
一

7

一

話
「
j
a
i
l
-
-
4

電
「
|
川
|
」

Jかl時¥
/'((j'''- .'111".¥ 

ヘ令 。ノ
ヘ..1>:.竺..Ra，J

¥¥‘今
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履 歴 (60蔵から現在までに公的年金制度に加入した乙とがある方のみ記入してください。)

(1) 事業所[船舶所有者)の名称 事業所(船舶所有者)の所在地 勤務期間または (4) 厚生年金保険加入状況または
(5)備考

または国民年金の加入状況 (2) または国民年金の加入時住所 (3) 国民年金加入期間 国民年金保険料納付状況

から 厚年 有 無
まで 固年 納付 滞納

2 
から 厚年 有 無
まで 国年 納付 滞納

3 
から 厚年 有 無
まで 周年 納付 滞納

("号} {番号}

(6)最後に勤務した事業所の観保険者証の記号番号

※ 年金事務所記入欄 | 最後に加入した公的年金制度 {厚年・船保・閏年・共済)

匝詞

立

下

1
1

申

-
j

持
一
明
一

維
一
生
一

E
T
E
T
I
l
l
-
-
I
L
 

E--回一生一
醐

担

醐
年 月

上記の配偶者に、私は生計を維持されていることを申し立てる。

平成 年 月 日 受給権者氏名 ⑪ 

※ ，品州年内金ぷ事務所 基礎年金番号 事業所(船舶所有者)の整理符号および被保険者の整理番号

且: ・・ ト ・ ・ i. 1. :ー，・.・.

3 基金番号
目

責担車両，~ま・昌宣・菌室'R失年月目 彊日l担準報闘月額 軍国 買歯車需月骨置査・卑宣・費生年R日苗別 標準報酬月額 車田

配開11*<1 
i. ~ i月 日 ー . 千円 i年 冒目 周 ーa 日 千円

一九

確認
: 

備

者
考 ~n 

1301 1018 060 
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老齢厚生年金請求書の事前送付(様式233号の送付)

卒4
月

n
'
u
q
Q
 

噌上 2月 3月

923.4.2 - S23.5.1 ) I (S23.5.2 - S23.6~I~23.6.2 る示=:JI (523.7.2 - S23.s.;づ

01 
αコ

老

齢

厚|対象者生年月日

生 I(S23.4.2 
年-S23.8.1) 

金
請

求
書
の

事

4/2-4/11 512-5/9 6/2-6/9 712-7/9 

発送日

5/10-5/17 6/10-6/17 7/10-7/17 

5/18-5125 6/18-6124 7/18....7/25 

前
送
付
画面照写日



0> 
Cコ

老齢厚生年金の請求について

老齢基礎年金を受け取っている方で、

過去に厚生年金保険に加入したことがあると、

老齢厚生年金が受け取れます。

これまでの厚生年金保険の加入期聞が

長鞠論泊先ぷ
ム二ぇ受- ィ … 

1年以主の[方:

手続きの時期は?

厚生年金保険の加入期聞が

1年を超えた白から

添付書類

厚し牢厄生を戸(還籍倖コ霊抄ピ元益課ー本た宅自曇険用た以の加降ーはニ久住に期吉発吾聞行票がのさ量;れT 

つきましては、裏面の「記入例」や「ご請求
における留意点』をご確認のうえ、同封の請
求書をお近くの年金事務所または街角の年金
相談センター等へご提出ください。

※現在、厚生年金保険に加入中の方は、老齢厚生年金の額と給

与や賞与の額(総報酬月額相当額)に応じて、老齢厚生年金

の一部または全額が支給停止となる場合があります。

66歳以降に繰り下
なお、繰り下げた

※本人の希望によって年金の受取時期を、

げることができます(最長70歳まで)。
期間の長さに応じて年金が増額されます。

お問い合わせは『ねんきんダイヤル』

謹E
ナピヨ't''TJV.

ハ、 l

050または070から始まる電話でおかけになる場合は

03-6700・1165
お問い合わせの際は、基壁生金量呈がわかるものを

ご用意ください。

〈受付時間〉 足.1L旦
火~金曜日
第2土曜日

午前8:30-午後7:00
午前8:30-午後5: 1 5 
午前9:30-午後4:00

ホ月曜日が祝日町場合は、翌日以降の聞所目初日に
午後7:00まで相談をお受けします.
*祝日(第Z土曜日を除く)、 12月29日~
1月3日はご利用いただけません.

O ナピダイヤルは、一般の固定電話からおかけになる場合は全国ど
こからでも、市内通話料金でご利用いただけます。ただし、一般
の固定電話以外(携帯電話等)からおかけになる場合は、通常の
通話料金がかかります。
o r03-6700-11 65Jの電話番号におかけになる場合
は、遇常の通話料金がかかります。
o r0570Jの最初の rOJを省略したり、市外局番をつけて間
遣い電冨になっているケースが発生していますので、おかけ間遣
いにはご注意ください。
O 月曜日など休日明けや、お客様のお手元に通知書が届いた直後
(5日程度)は、電話がつながりにくくなっております。週の後半
と月の後半は、つながりやすくなっておりますので、どうぞご利
用ください。

官301 10唱8 061 



記入例

老齢厚生年金請求書
敏史第233号

o'l 
4 

月 15 白書昼出 開問団園田園回国団

住所 杉並区高井戸西3-5-24
0リガ対 ネシキン ハナコ
名年金花子 @ 

竃置密号< 00 >ー【0000>ー<0000>

受信権者

自ら署名する唱舎は押印を省略
できます。

T 

#並区高井戸西
3，-5-
喧酒田住民軍コードを記入いた記〈と、
器材書類部省略できます.
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履 歴 (60怠から現在までに公曲年金制度に加入したZ

事E極所ω骨個所有者}の名私
(1) または岡毘年金の加入状況 儒考

ox産業

60歳以降で聞字されている
E蝿以外に金的年金叡慢に加
入した方は記入してください.

立

「
l

持
一
軒

維
一
生

計

T

生
一
胡 21年 12月 14目

上EのE偶者に、私隠生計を維持されていることを申し立てる.

年金花子 @ 

。ご請求における留意点

f ¥  ・E揺出時期
厚生年金保険叩加入期聞が1年来満田方は、 65歳{誕生日目前日)以降に酋求書を
と提出ください{事前の受付はできませんので、 E了承ください) 0 

.添付書類

年金を受け取れる目以降に発行された戸籍抄本または住民票由写し(コピー不可) 0 

ただし、⑨慣に住民票コードを記入した場合は添付を省略で吉ます。



巨E

年金に関するお知らせ(老齢年金のお知らせ)の送付について

平成12年の法律改正により特別支給の老齢厚生年金(報酬比例部分)の受給

開始年齢が 61歳以降になる方に、現時点での加入期間と年金見込額をお知らせ

する「年金に関するおしらせ(老齢年金のお知らせ)Jを平成25年2月 18日か

らお送りします。

1 年金に関するお知らせ(老齢年金のお知らせ)の概要

平成12年の法律改正により、昭和 28年4月2日以降に生まれた男子の方か

ら特別支給の老齢厚生年金(報酬比例部分)の受給開始年齢が 61歳以降に順次

引き上げられることになりましたので、原則、 60歳に到達する 3カ月前に①現

時点での加入記録②年金見込額をお知らせします。

{昭和四年4月2日~昭和30年4月1自由生年月自由男子の場合}

田露 出鹿 65歳

特別支蛤の老齢厚生年金
(報酬比冊剖分)

老齢厚生年金

老齢基礎年金

2. 年金に関するお知らせ(老齢年金のお知らせ)をお送りする方

昭和28年4月2日以降に生まれた男子の方から、特別支給の老齢厚生年金(報

酬比例部分)の受給開始年齢が 61歳以降に順次引き上げられる次の方にお送り

します。

-老齢基礎年金の受給資格があり特別支給の老齢厚生年金の受給権がある方

(厚生年金保険の被保険者期聞が 12月以上の方)

3.年金に関するお知らせ(老齢年金のお知らせ)の様式について

「老齢年金のお知らせJの様式は次のとおりです。

国
老町年金のお周.也 EE金の記健
五五75fti五:tiffffifJfztfJ|ζtZ212HHEU叩足。|
霊・司時且白叫U川町 ~."J'~'UH~." 釦酬の開垂直島
周'r. ~.u司量，，*.，‘..・ぜ."

害...昼る0;"""事主311;11，.信行06.14崎
山.，~，，~ .!-"rλq枠制

日
山
口

••• 
-・仁杢窒璽空豆互〕巨E
園冨璽調

RE骨梧曽暢輯宅時噛砂担割叫醐.... 
"官民..，時抱."列~，<J""砧ー‘'~!<'I
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【金齢，盆の昆s.III:乱、U
~:!""...~_'l山刊岡山1肌再生叫し-，;"(-'<-è悦吋問。咋60;!'J "t'

E臥引臥昨日間川町白川町四の岳山吋骨二叫

に日開封~J :t:It\..t1""'<'.柿明日目叫叫机
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色・bト..."， ~~'"...，γ 嗣r~"仰 ~D.~"-'" 削吋・，，-/叶""

~:J.-'1_6出世間金時剛山間OðDJI.""IIl.'''.n"刷ほ芝山
写会問弘之俣市山即日一明日i...tn'Ji'-I!:'. 

• rL!毘..の盤..λにつl、τ1
医R古事舎でt.(Q ;lf:伺担入，崎~."::，'IïÞl f，'号完事や示附<:"'X'"，~(jl. t !ll ft.~li"包齢晶
肝白奪回酢即時温問屋l白山恒例動明白日寄付<"時前
盛量.入，仁<-~，日~，.，"(!. ，制羽倉'"司ヲ町内包.凡切育2:0，11ご帽"日L‘， lor，1し
凶止十111;れた耐U 長..人，続出~，l.'. ::.'"注r!(f，害いー

※老齢厚生年金は原則として、「受給開始年齢」から受け取れますが、「受給開

始年齢」になる前でも、 60歳以降であれば、請求することにより繰上げて年

金を受け取れます。

繰上げて年金を受け取る場合の主な注意点は次のとおりです。

0年金額は、生涯にわたって減額されます。

0老齢基礎年金と老齢厚生年金は同時に繰上げ請求することになります。一

方のみ繰上げることはできません。

繰上げて年金を受け取ることを希望する場合は、年金見込額や手続き方法等を

含め、お近くの年金事務所や街角の年金相談センターでご相談ください。
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年金事務所の皆様へ

『平成25年公的年金加入状況等調査』は、国民年金法第 109条の 10の規定に基づき、

厚生労働省年金局から調査事務の委託を受け、 H本年金機構が一部の事務を実施する

ものです。本年はその調査の実施年にあたります。

。公的年金加入状況等閑査の目的

公的年金の加入状況・受給状況、就業状況、世帯の状況及び公的年金に関する周知度

等を調査し、公的年金加入状況・受給状況ごとの実態を把握することにより、年金事業

の運営及び今後の年金制度の検討のための基礎資料を得ることを目的としています。

。閥査期間

平成 25 年 10 月 28 日(月)~平成 25 年 11 月 21 日(木)

。年金事務所で行う主な事務(カッコ肉は目途)

O 調査員の選定、委嘱契約 (3 月上旬~9 月下旬)

O 調査説明会の会場確保 (4 月 ~6 月)

O 地区要図、単位区分世帯名簿の取得 (7月)

O 調査関係書類の受領、理解 (10 月初旬~10 月中旬)

O 調査説明会の準備、開催 (10 月中旬~10 月下旬)

O 調査実施期間中の調査員への対応 (10 月下旬~11 月下旬)

O 調査員からの調査関係書類の受領、整理、確認、調査結果総括表作成及び機構本部

への提出(調査終了後~12 月中旬)

※ 各事務の詳細については、別途、適切な時期に指示依頼文書を発出します。

。調査の方法

あらかじめ調査員が配布した調査票に世帯の方が自ら記入し、後日、調査員が回収す

る方法で行います。

。年金事務所による踊査員の選定・委嘱契約期間

3 月上旬~9 月下旬目途

(平成25年7、8月頃の総務省統計局からの認可が下りるまで仮契約となります。)

。調査員の選定について

調査員の選定に当たっては、下記調査員を中心に、適切な人を選定してください。

O 平成25年国民生活基礎調査の調査員
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O 自治体が実施した統計調査の調査員

O 前回の公的年金加入状況等調査の調査員

O 年金委員、国民年金推進委員

O 元社会保険事務所、 H本年金機構の元事務経験者

O 社会保険労務土

※ 3月上旬頃調査員の選定、委嘱契約に関する指示依頼文書を発出します。

。聞査員の蹴金額 (交通費、写真代込)

回収した調査票、担当した調査地区数により変動しますが、 般的に 3 万円~5 万円

程度となります。

事務の実姉、調査員の確保等でご不明の点は、下記まで閉い今わせ願いますの

日本年金機構本部事業企画部門事業企画部事業統計G

担当竹内若王子
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2.金融機関の新設・庖舗名称変更等について

【年金給付部給付企画グループ】

O 【情報提供】金融機関の新設
(平成24年 12月28日給付情 2012-175)

金融機関の新設【住信SB!初卜銀行】(平成25年2月15日支払から開始)について、

お知らせしたものですo

O 【情報提供】金融機関の唐舗名称変更等
(平成25年1月9日給付情 2013-2)

金融機関の唐舗名称変更等(平成25年2月15日支払から変更)について、お知
らせしたものです。

O 【情報提供】金融機関の底舗名称変更等
(平成25年2月6日給付情 2013-11)

金融機関の庖鋪名称変更等(平成25年3月15日支払から変更)について、お知

らせしたものです。
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文書区分

重

要度高 書 急緊

金融機関の新設(情報提供)

本部 ブロッウ本部 事務セン告ー 年金事務所

宛先
高
係部関 部管理 給部相 適徴部

厚年 厚年
固年 給年 記録 突dロh 

適
適用課

徴収課 襲
G G 

全 華総 年露 G G G G 務総 年露

O O O O O O O O O O O O O O O 01 

本部関係部

基幹システム開発部、業務管理部、支払部、障害年金業務部、業務渉外部

ポイント(内容)

平成 24年 12月 28日

給付情 2012ー175

国年情 20 1 2 -206 

厚年情 20 1 2 -207 

報先量

富
話会!/ 

告

〆

1 新設となる金融機関・庖舗名(別紙)は、平成25年2月15日支払から追加となります。

2目業務スケジュールにつきましては、別紙のとおりです。

3.国民年金保険料、厚生年金保険料等につきましては、金融機関の新設時、歳入代理庖等になってい

ないため、口座振替の取り扱いは行っておりません。

4.上記保険料等につきまして、歳入代理庖等となり、口座振替を取り扱うこととなった場合、見IJ途、

国民年金部、厚生年金保険部より情報提供を行います。

照会先(年金給付に関すること)

年金給付部

童話F』画通古語益

(国民年金保険料に関すること)

国民年金部

E需主酉箇畠薗(直通)
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(厚生年金保険料等に関すること)

厚生年金保険部
徴収企画旨導G 幸松

連絡先 圃・・・・・・(宜通)



[別紙]

0金融機関の新設に関する業務スケジューノレ

1)裁定処理 平成25年1月24日裁定分から
(オンラインは平成25年1月15日入力分から)

2)支払処理 平成25年2月定期支払分から

3)諸変更処理 平成25年1月15日入力分から

平成25年1月 2月 3月

新規裁定入力開始日

新規裁定原簿の

画面照写開始日

支払日

諸変更入力開始日

(諸変更取消

，締切日)

0金融機関名・庖舗一覧

金融機関名/コード

住信58lネット銀行
0038 

スミシンエスビー7イネット

(新)

新底舗名

イチゴ支庖

ブドウ支底

ミカン支庖

レモン支庖

リンゴ支庖
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新宿舗ヨート. 新庖舗(力ナ)

101 イチゴ

102 ブドウ

103 ミカン

104 レモン

105 リンゴ



文書区分

高言度 霊刊告 急緊

平成25年 1月9日

給付情 2013-2

金融機関の庖舗名称変更等(情報提供)

本部 ブロッヲ本部 事務セン世ー 年金事務所

宛先
事
部関係 理部管 意

厚年 厚年
年国 給年 記録 突合

適E 適量
徴課収 課国年 書室皇

G G 

全 厚年 喧 。申 G 厚年

相談セ

話会J 
告

O O O O O O O O O O O O O O O O 〆

本部関係部

厚生年金保険部、国民年金部、基幹システム開発部、業務管理部、支払部、障害年金業務部、業務渉外部

旦血ニ皇量

金融機関の庖舗名称変更等についてご連絡します。

一ポイント(肉容)

1目平成25年2月15日支払からの変更となります。

2. 変更となる金融機関冒庖鋪名につきましては、別紙を参照願います。
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【別紙】
銀行・信金

金融機関名コド 旧庖舗名称 新宿舗名称 実施時期(年月日)

目。09 ヤチヨミドリカオh ヤチヨミドリ町オカ 平成24年12月17日

三井住友銀行 八千代緑が丘出張所 八千代錦が丘

0522 ヤチョ ヤチヨチユウオウ 平成24年12月17日

京葉銀行 八千代 八千代中央

0544 オケハサ.マ オケハザマ 平成24年12月5日

中京銀行 桶狭間出張所 桶諜問

0544 シンホ. シンホ. 平成24年12月3日

中京銀行 撮甫出張所 振甫

0585 ミヱ 7リ7守 平成24年12月17日

長暗銀行 =会 有明

0596 th'シ ヨナハ')レ 平成24年12月14日

沖縄海邦銀行 ひがし出張所 与那原

1703 デシ ウツ7'キ 平成24年12月17日

倉吉信用金庫 西 うつぶき

2122 事イマ予 ナカ・9 平成24年12月17日

真岡信用組合 台町 長田

0009 ム廿シウラワ 平成24年12月3目

=井住友銀行 武蔵浦和 新設

0126 ヤツヤマ世 平成24年11月27日

東邦銀行 八山田 新設

0155 7γ力.オカ 平成24年12月3目

百五銀行 藤が丘 新設

0167 二シノミヤ 平成24年12月3日

山陰合同銀行 西宮 新i~

1022 ツキ廿ム 平成24年12月10日

留萌信用金庫 月寒 新設

1559 ミカワ7ンγョゥ 平成24年12月3日

豊田信用金庫 =河安城 新i~

1636 ウメf 平成田年12113目

大阪商工信用金庫 梅田 新設

0149 廿ナ晶9イ 平成25年1月17日

静岡銀行 佐鴫台 新設

0158 サカイキ9ハナゲ 平成25年11121日

京都銀行 堺北花園 新政

農協

農協名コード 旧庖舗名称 新宿舗名称 実施時期(年月日)

5222 イイダ 7ルプスドオり 平成24年111126日

甲府市農協 飯田 アルプス通り

5222 。力.ワ 7ルîドオ1) 平成24年11月26日

甲府市農協 貢川 アルプス通り

5222 イ守9' 7ルプλドオ1) 平成24年11月初日

甲府市農協 池田 アルプス通り

5222.， t.!Iショ ホン子ン 平成24年11月22目

甲府市農協 本所 本信
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文書区分

平成25年 2月6日

給付情 2013-11

金融機関の眉舗名称変更等(情報提供)

本部 ブロッウ本部 事務セン者一 年金事務所

宛先
富
係関部 理部管 給相部 適徴部

厚年 年厚

固年 年給 記録 合突
量適 適E 
徴収課 言書自室

G G 

全 露年 申 G 。G 総巷 厚年
話

‘ J 
f旨 会

O O O O O O O O O O O O O O O O &〆

本部関係部

厚生年金保険部、国民年金部、基幹システム開発部、業務管理部、支払部、障害年金業務部、業務渉外部

且位二盤量
金融機関の庖舗名称変更等についてご連絡します。

ポイント(肉容)

1 平成25年3月15日支払からの変更となります。

2. 変更となる金融機関・庖舗名につきましては、別紙を参照願います。

-71一

悪EE金露関秀竺!1空音
寺白血



銀行・信金 [)ll!紙】

金融機関名コード 旧庖舗名称 新宿舗名称 実施時期(年月日)

0304 ヨウグマチ ホ〉子〉工イギョウザ口ハ子 平成25年1月4日

野村信託銀行 麹町 本庖営業08

0304 シンヨヨハマ ヨコハマ 平成25年1月4日

野村信託銀行 新横浜 横浜

0569 。レカイh・ンドオ1) ?レチユウオウ 平成25年1月15日

もみじ銀行 呉海岸通 呉中央

0569 ヨシウラ ヨシウラ 平成25年H115日

もみじ銀行 吉浦出張所 吉浦

2470 オオ町キキ世 オオヵ・キ 平成25年1月15日

蹟阜商工信用組合 大掴北 大踊

0146 チヨJ マットウキ聖 平成25年1!l21日
北国銀行 千代野出強所 松任北

1013 ザワラ ホンテン 平成25年1月21日

護島信用金庫 砂原 本庖宮業部

1602 ハ子マンニシ ハチマンニシ 平成25年1月21目. 
滋賀中央信用金庫 八幡西 八幡西出張所

2616 エナミ イテ 平成25年1月21日

波陽信用組合 桓担l 市

日133 ヨシカワ 平成25年1月23日

武融野銀行 吉川 新設

0175 γコウ予ユウオウ 平成25年1月23日

四国銀行 四国中央 新殴

0146 ウオ，'). 平成25年1月28日

北園銀行 魚津 新設

0131 マナヘ・ 平成25年1月29日

筑波銀行 真鍋 新設

1556 7リマツ 平成25年2月1目

知事信用金庫 有松 新設

農協等

農協名コード 旧庖舗名称 新居舗名称 実施時期(年月日)

5631 イママテ ミツケニシ 平成25年1月15日

にいがた南蒲農協 今町 見附西

5631 ニイカ'9 ミツヤニシ 平成25年1月15日

にいがた南蒲農協 新渇 見附酉

6853 ナン7' オウシオ 平成25年1月15日

越前たIt品、農協 南部 王子保

9468 オキ. ホンテン 平成25年1月15日

石川県信漁連 小木 本庖

9468 力t't'? ホ〉予〉 平成25年1月15日

石川県信漁連 金沢 本庖

9468 ^̂ ホンテン 平成25年1月15日

石川県信漁連 珠測 本信

9468 トキ' ホン予ン 平成25年1月15日

石川県慣漁連 富来 本庖

9468 ワゲマ 車ンテン 平成25年1月15日

石川県信識連 輪島 本庖
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3.総務部からのお知らせ 「掲示物(ポ̂ '-)の管理」

【総務部総務グループ】

O 【指示・依頼】掲示物(ポスター)の台帳管理
(平成24年11月14日 総務指 2012-32 経企指 2012-65)

本部から年金事務所等に掲示をお願いしている掲示物(ポスター)について、広報の

ポイントを明確にし、年金事務所等の美観を整えるため、掲示を「必須」とする限度枚

数を設定するとともに、新たなルールを定めて台帳管理を行うことしたとこをお伝えし

ているところです。

今回は.平成25年1月31日現在の「掲示物管理台帳」を参考までに掲載いたします。

。。ヲ'
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掲示物管理台帳(本部からの指示依頼分)

亡二=ヨ…掲示等期間を終了している掲示物。(平成田年1月31日現在)

担車部署 掲示抽唱 掲示開抽年月 掲示終了期限 指示・憧朝

|カ
旬周期防 2010年3月23日 1(ト"

2011年12月15日 12月15日

経営企画部

る斑注宛置先換限起定R .~-
2012年12月15日 2013年3月31日 経企指2012-70

、南関東ブロック本郎

開書
1日

1日 j 1日 71 
リスイクアーンコスン部ブラ

!機EE構通亜個報鞍人富置情ロロ報<のの惇ごご瞳案軍管PP ま
1日

貝7日

‘一"目、一， 20叩年1月1日 E ，.富

4国 2010年1月1自 目

2011年11月21目

11撞量室主豊鎧重量主三
韓務部

1目

自室 27日

l1目

1日

財務部

ー l岡田目」lム-主茸ム盛宜鑑畠盤坦担辺坦盟412::.謹且1辻車い九J 
ロ 2010年12月14日

一月7彊霊童
l。月月車准職曙員員事耳集lI! 

3目

人事管理部 一-人官指2011-85
117目 2013年1月15自

b局理問l
2012年12月"日 2013年4月"目

2011年10月1日 2011年10月7目 3月22目

:;oa::!:I 
a目、ロ

事業企画部 ;A'九"'" n 2011 r14目 ーヨヲ

=足骨櫓す防る広溝対鼠，rZ， 2011年11月30目 ，n 1日 1回'n悶 ，，， 

l自
2010年1月4日 明 ''''u';>I<:.l'' 、』

サービス推進
部

白常盤 。か条
2010年3月2日 ?目

2010年4月四日 謹益還

別紙1

平成25年1月31日現在

吏年蹄月 サイズ
!Fl1自ー〉

必彊 置先器 怪童緩 受剣日 管理番号

1 A3 〆

1 A3 

A2 ιu凶 <;:12月14日 2012-002 

------------
不明

------------
A3 

t A2 

t A3 

1 A3 
v 

指定なし

仏

t戸戸

，戸戸

1 A3 

1 A3 --戸戸--
戸--

--戸'
1 A3 2012-003 

1 83 2012-004 

〆 --A2 
~ 
A2 

/ / / 
2 

A1 

./' / v 
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掲示物管理台帳(本部からの指示依頼分)

亡三三ヨ…掲示等期間を終了している掲示物。(平成25年1月31日現在)
来『優先Jr任意JI=限り年金事務所等の判断で掲示物のザイズ亨ウンを可能とする.その際、お客機からの「見やすさ』を考慮する.

担当部署 掲示物名 掲器開始年月 掲示終7期限 指示・健輔
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掲示物管理台帳(本部からの指示依頼分)

巨三三ヨ…掲示等期間を終了している掲示物。(平成25年1月31日現在)
※『優先Jf任意J'こ限り年金事務所等の判断で掲示物のサイズダウンを可能とする。その際、お客鴇tJ'、らの『見やすさ」を考慮する.
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